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ロシア連邦における国家権力濫用に関する白書

ミハイル・ホドルコフスキーに対する政治的動機に基づく起訴
エグゼクティブ･サマリー【要旨】
2003年春、プーチン政権は、活気のある市民社会とエネルギー部門における市場原理に基づく競争を支持するミハイル・ホドルコフスキー氏の政治的見解及び活動がクレムリンのイデオロギーおよび政治目的と相容れないと判断。クレムリンはホドルコフスキー氏をシベリア･チタ州の刑務所に投獄するため、同氏を逮捕、裁判、捏造された容疑に対する過度の刑罰を科した。また、ホドルコフスキー氏が社長を務めるロシアの石油会社大手ユコス社の資産を国家管理下に差し押さえるため、捏造された法外な課税査定を用いた。

さらにプーチン政権は、正当性、ロシア法における合法性、犯罪行為に対する処罰のいずれにも全く当てはまらない以下の政治的目的のためにホドルコフスキー氏を新たに告発した:
· 現行のロシア法と慣行に従えば、ホドルコフスキー氏は2007年10月に釈放されるはずであるが、氏を釈放しないようにするため。

· ロシアの政治的将来を形成する、また現行のロシアの国家路線に反する積極的な役割を果たす機会をホドルコフスキー氏に与えないようにするため。

· ホドルコフスキー氏に対する過去の国家活動を正当化するため。

· 330億ドルに上るユコス社の残余資産に対して、ロシアの国有企業が実施しようとしている一連の詐欺まがいの取得を正当化するため。

· ホドルコフスキー氏が海外に保有していると思われる残余資産を没収しようとする行為を、氏がマネーロンダリングを行ったという理由により正当化するため。

2003年に逮捕されるまで、ホドルコフスキー氏は国民による政治参加を通じた民主主義国家の実現への支持を表明し、民主化要求活動を支援してきた。プーチン政権が同氏に対する政治的弾圧を加えはじめていることが表面化する中でさえ、ホドルコフスキー氏は民主化要求のための戦う姿勢を貫き、自らの政治姿勢を変えなかった。

ホドルコフスキー氏は、ロシア社会が民主主義国家に進歩すること、また市場原理に基づく経済体制の実現を望んできた。またロシア石油会社大手の社長として、国家が独占してきた産業を民間企業に開放することによりロシア経済の世界経済への統合を唱え、民間投資による新しい石油パイプラインの建設、中国と米国へのエネルギー輸出の促進、市場の自由化による産業分野の国家独占の排除、西側流の標準的なコーポレートガバナンスの採用、国際的石油企業による投資拡大オフショアを通じた生産の増大といった構想を打ち出してきた。また、ホドルコフスキー氏は経済復興の過程で生み出された国家腐敗の蔓延を一掃の必要性についても公の場で表明してきた。同氏のこれらの政治的見解はクレムリンの政策と衝突する結果となり、ホドロフスキー氏に対する政治的弾圧につながった。このホドルコフスキー氏への政治的弾圧は、ロシアが民主主義ではなく権威主義へ、自由化ではなく独裁化へ、正義ではなく単に腐敗を法的虚構によって覆い隠そうとする方向へ向かっていることを表面化している出来事である。
ホドルコフスキー氏に対する新たな告発は、不当な制度のもとですら誤審であるとしかいいようがない。そのような法制度を掌握している人々が物質的にも個人的にも同氏の有罪判決を望む環境において、ホドルコフスキー氏が公正な裁判を受けられる保証は全くといってない。
ホドルコフスキー氏の逮捕、ユコス社の解体及び国有化をそれぞれ別案件として捉えるのではなく、「垂直統合権力」を通して競合する政敵および分権化の根絶といったプーチン大統領の下での「管理された民主制」という政治目的を達成させようとする極めて重要な出来事として捉える必要がある。この政治的方針を実現するためクレムリンは以下の措置をとった:

· シラヴィキと呼ばれる旧KGB、検察、警察等の省庁関係者に権力を集中させ、ロシア経済を市場ベースで改革しようという動きを排除。

· ロシアにおける民主主義、人権、法の支配の後退。

· 国内および国外投資家が有するエネルギー資産を継続的に接収するために法制度を手段として利用。

· エネルギー資産を操作して近隣諸国および欧州に対してロシアの国家権力を行使すると同時に、主な競合国に対してエネルギー外交の影響力をさらに行使するために核および軍事技術を無差別に輸出することによる国際安全保障の不安定化。

以上のことからも明らかなように、現在行われているホドルコフスキー氏に対する政治的迫害、ユコス社の国有化、プーチン政権下における「管理された民主制」という政治目的の達成は、国際社会にとって大きな意味を成している。それは、全ての民主主義国家の国家安全保障、エネルギー安全保障、政治的安定を脅かすものである。

ホドルコフスキー氏を起訴した人々は、現代史における最大の窃盗ともいえるユコス社の奪取を見渡してきた。彼らは世界のエネルギー市場を不安定化させ、エネルギー最大手企業数社をゆすり、政界実力者たちを取り込み、彼らの行動は概ね共謀と沈黙をもって迎えられた。彼らはロシアを財産権が政治的に左右され、ジャーナリストや改革者に対する契約殺人が横行する国家に変貌させたのであり、こうした慣行は、最近、明らかに表面化してきている。この白書は、一人の人間が権力に対し勇敢に立ち向かったホドルコフスキー氏の運命を取り上げる
。
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1. 新たな告発
2007年2月5日、正当性、ロシア法における合法性、犯罪行為に対する処罰のいずれにも全く当てはまらない理由によって、ホドルコフスキー氏を新たに告発した。この告発の背景にある主な理由として5つ挙げられる：
· 現行のロシア法と法的慣例に従えば、ホドルコフスキー氏は2007年10月に釈放されるはずであるが、氏を釈放しないようにするため。

· ロシアの政治的将来を形成する、また現行のロシアの国家路線に反する積極的な役割を果たす機会をホドルコフスキー氏に与えないようにするため。

· ホドルコフスキー氏を犯罪者として再び描くことによって、氏に対する過去の国家活動を正当化するため。

· 330億ドルに上るユコス社の残余資産に対して、ロシアの国有企業が実施しようとしている一連の詐欺まがいの取得を正当化するため。

· ホドルコフスキー氏が海外に保有していると思われる残余資産を没収しようとする行為を、氏がマネーロンダリングを行ったという理由により正当化するため。

「注目度の高い裁判」

2006年12月下旬、ホドルコフスキー氏はシベリアの刑務所からチタ市の地区審理前拘留施設に移され、新たな犯罪捜査の尋問を受けた。「捜査」と尋問が終わらないうちに、ロシア検事総長は記者会見においてホドルコフスキー氏に対して、ユコス社の関連貿易会社およびホドルコフスキー氏により設立された財団オープン・ロシアの資金拠出に対する容疑を含む新たな告発を行うことを発表した。
現在のロシアの法律と法的慣例によれば、ホドルコフスキー氏に課せられた8年の刑期の半分が終わる2007年10月にホドルコフスキー氏が仮釈放の資格を有していることをクレムリンは十分に認識している。新たな告発のタイミングは、少なくとも今年実施される議会選挙と来年の政権交代が終わるまで、氏は拘留されざるをえないことを意味している。

さらに、この告発には、330億ドル
されるユコス社の残余資産を本年後半、違法に売却しようとするロシア政府の行為に、道徳的な口実を与えようという意図もあるように思われる。クレムリンは、他のホドルコフスキー裁判ともこの新しい告訴により、国有エネルギー企業によるユコス社資産の違法な収奪から人々の注意をそらすための煙幕を張り、それを正当化しようとしているように思われる。

ユコス社の残余資産は裁判所が承認した債権者の請求額266億ドルを十分にカバーする330億ドルと評価されているが、それでも国の破産管財人は残余資産の価値を220億ドルであると言明
。2004年、ユコス社の主要生産子会社を強制売却したときと同様、ロシア政府はまたもやユコス社の資産を過小に評価することにより国有企業が安価に取得できることを手助けしようとしており、さらに今度はユコス社を永久に消滅させようとしている。

これらの動機の1つ、又は様々な動機の組み合わせにより、クレムリンは申立てによる中傷をロシアの法律と訴訟手続の組織的乱用と組み合わせることにより、裁判の仕組みを予め決められた有罪判決へと駆り立てる
「注目を浴びる裁判」に仕立て上げることに専念しようとしているように思われる。これは、
ホドルコフスキー氏に対する新たな告発は、犯罪行為のレッテルを貼るためには事実も無視するというクレムリンの意思を表している。新たな裁判は、組織グループの一員であるホドルコフスキーが、ユコス社の生産企業がその子会社に石油を安く売り、それを国内外の市場で再販することによって、何十億ドルという石売上金を着服している、という申立てによるものである。一般的に認められた会計原則（「GAAP」）に従って導入されたユコス社の連結財務報告方法は、犯罪行為として告発される手続きを調査され、それが企業組織内にとどまっているということを反映している
。垂直的な企業財務構造又は法廷会計の基本原理の適用すること、そうした連結財務報告の存在と有効性を認めることを拒絶する捜査官の態度は、ホドルコフスキー氏に犯罪者のレッテルをはるために内容よりも形式を重んじていることを示している。さらに、告発に密接に関わる重要な専門的要素について捜査官が意図的に無知であるということは、現在行われている捜査の結論が妥当性と合法性に欠け、明らかに政治的かつ商業的な動機の産物であることを証明している。

新たな捜査を指揮させるため、クレムリンは特別検察官であるサラバット・カリモフをモスクワに呼び戻した。最初のユコス社訴訟での指導的役割からロシアのメディアから「新興財閥キラー」と呼ばれるカリモフ氏は、昨年、バシコルトスタン共和国に赴任し、鉱物資源の豊富なバシコルトスタンにおける民営化を調査していた。彼のモスクワへの帰還は、証拠がどれほど不足していても、国際政治におけるコストがどれだけ高くつこうとも、見せしめの裁判をまたもや画策しようという、ロシア最上層部の決定を予感するものである。

現在のロシアの状況で変貌してしまったことは、ロシアの政治体制が裁判を執り行うための道徳的権威を喪失してしまったということである。クレムリンによる検察および規制権力の乱用は、国家免責による保護があるとはいえ、本質的に犯罪的なものとなった。また、税法および環境法を選択的執行は、今や、国内外の資本家から資産を盗むために好んで用いられる方法であり、その際の言い逃れるために検察官が動員されている。

この白書で述べるユコス事件および資産没収とのからみで、ロシア連邦検事総長がグジンスキー対ロシアの訴訟において経済的な目的を達成するために検察権力を用いグレン人スキー氏を監禁したということが欧州人権裁判所により報告されたことを留意すべきである
。クレムリンは、そうした行為の再発防止に努めるのではなく、むしろ欧州人権裁判所により糾弾された同様の戦略を採用した。実際、ホドルコフスキー氏に対する新たな告発を進めているカリモフ氏は、グジンスキー裁判にも関与した上級検察官であり、その手法は欧州人権裁判所によって糾弾されている。

検察権力の濫用のさらなる段階には、証拠に基づく刑事犯罪の欠如にも関わらず、「資金洗浄」と思われる取引があったという申立てが含まれている。
裁判に客観性のかけらでもあれば、「資金洗浄」というレッテルはしぼんだ風船のように気の抜けたものになる。これまでの告発で明らかになったことからすると、客観的な専門的な評価は、関連企業の体制と取引が違法であったという結論を導きださないものと思われる。実際、検事総長による明白な法律の再解釈にしたがえば、多数のエネルギー関連企業およびその他主要企業の現在および過去の行為は違法になってしまうことになる。さらに、問題の期間中、シブネフト、エクソンモービル、シェブロンテキサコとの合併交渉において、ユコス社のデューディリジェンスは経験豊富な法律と会計のプロフェッショナルによって執り行われている。
それでもなお、ロシア政府はカリモフ氏に捜査を指揮させ、事実を無視した見せしめ裁判を強引に進めていること、また意図的に誤ったロシア法の解釈に基づいて他の起訴をねつ造しようとしていることをクレムリンが意図的に行っていることは疑いない。

ホドルコフスキー事件に代表される国家権力の濫用が終焉するという兆しは、現在のところ見当たらない。例えば、現在捜査が進められているシベリアは、ホドルコフスキーにとって著しく不利な場所である。ロシア法の定めるところによれば、犯罪捜査は告発された犯罪が起きた管轄区域、このケースではモスクワで行われるべきである。

それにもかかわらず、ロシア検事総長はホドルコフスキー氏とパートナーだったプラトン・レベデフをモスクワから数千km離れたシベリアのチタの監獄に移送した。こうした場所の選択は、ホドルコフスキー氏と彼の弁護団が効果的に弁護を行う上で著しい妨げとなっている。捜査の場所をモスクワから遠く引き離すのは、弁護のための資源を利用不可能又はアクセス不可能にするための検察による戦略である。ホドルコフスキー氏のロシア人代理人ユリ・シュミットは、チタで行われている捜査は無効であり、裁判については言うまでもない、と繰り返し訴えている。

さらに、ホドルコフスキー氏がチタの抑留センターに移送されて以来、弁護団は検察官の経歴および過去の捜査のあり方から、捜査に偏見の恐れがあること明白であるとして、捜査チームの構成に異議を申し立てた。

ホドルコフスキー氏の尋問に選ばれた場所が不適切であるということに加え、検事総長は起訴の正確な内容を知らされるというホドルコフスキー氏の基本的権利をも侵害している。シュミット氏は検事総長に提出した文書の中で、憲法において弁護側に与えられる最も基本的な権利の保証、および刑事訴訟における被告の基本的権利の1つである、被告が告発内容に関して知る権利を有していることを指摘している。

2007年2月5日に発表された新しい告発に対して、米国務省は「最初の裁判に関してコメントしたとおり、ミハイル・ホドルコフスキー氏に対する一連の告発とユコス社の解体は、ロシアにおける司法のルールについて深刻な疑問を投げかける。ホドルコフスキー氏とパートナーであるプラトン・レベデフ氏は、今年、刑期の半分を終えて仮釈放される資格を得るはずであったが、新たな告発によって早期釈放を恐らく困難になるものと思われる。ホドルコフスキー氏とユコス社に対する訴訟に対する裁判所の取り扱いは、裁判所の独立性、財産権の保証、及び税制度における透明性の欠落しており、大きな懸念材料となっている。ホドルコフスキー・ユコス事件におけるロシア当局の行為は、ロシアの評判およびロシアの法律・司法機関に対する信頼を根底から覆しており、民主的な自由市場経済国家のすべてが採用している法に対する責任へのロシア政府のコミットメントに疑問が投げかけている」との声明を発表した。
2003年10月にホドルコフスキー氏が逮捕される以前から、ロシアの司法当局は被告が国外に逃亡する可能性がないことを十分に予測できたはずである。なぜなら、ホドルコフスキー氏は容易に逃亡することができたにもかかわらず、ロシア国内に留まり検事総長に協力したからである。ホドルコフスキー氏は、裁判を通じて氏を陥れるために司法を操作する汚職官僚による企てに対して即座に異議を申し立てをおこなった。
しかし、新しい告発に関する尋問が始まった今、ホドルコフスキー氏はこれまで抱いてきたロシア司法制度に対する希望を喪失し、幾度にもわたる政治的動機に基づく茶番裁判における検察への協力を拒否することを宣言した。カリモフ氏とその部下は、ユコス社の関係者に対して残忍で露骨に違法な行為を通じて、司法当局への信頼をひどく失ってしまったため、ホドルコフスキー氏は捜査チーム全体の交代を申請したが、彼の申請は却下された。
ホドルコフスキー氏、ユコス社、彼が設立した財団オープン・ロシアが政治的に迫害されてきたやり方は、ロシア法および法的手続を意図的に無視し、個人に与えられた財産権を見境なく軽視するというロシアにおける新しい流れの象徴である。クレムリンは、憲法により保証されている権利と適正な法的手続きを踏襲するという基本原則から逸脱しているのに加え、こうした茶番裁判を禁止した先進国の法律を軽視し、政的を押しつぶすために国家権力を公然と濫用している。最近発表された告発における新たな捜査は「検察官の役割に関する国連ガイドライン」第14条の条文および精神に違反している。このガイドラインは、「裏付捜査に基づいた告発でない場合、検察官は起訴を実施または継続しない、または手続きを延期するためにあらゆる努力を払うべきである」と定めている。

ホドルコフスキー氏は選択的、または不当な裁判よりも遙かに悪質な何ものかの犠牲者だ、という一般的なコンセンサスがある。ホドルコフスキー氏が無罪であるかどうかに関係なく、権力を統合するために必要なステップとして、氏を見せしめにすることでクレムリンは自らを弁護した。「我々には誰かが必要だった」と大統領府副長官のウラジスラフ・スルコフは述べた。

ホドルコフスキーに対する新たな告発のタイミングは全くの偶然ではない。モスクワとロンドンで起こった一連の殺人事件により海外におけるロシアのイメージはひどく傷つけられた一方で、2008年の政権交代が近づくにつれてクレムリン内において権力闘争に拍車が掛かってきている。クレムリンは、ホドルコフスキー氏への継続的な政治的迫害がロシアの抱える国際および国内問題から人々の注意をそらすことができるという期待をしているのかもしれない。また、ホドルコフスキー氏の最初の裁判はでっち上げとして一般に受け取られたとしても、新たな告発はより説得力のあるものとして世界を納得させたいと期待しているかもしれない。これは、ロシアが権威主義、暴力、腐敗の度をますます強める国としてではなく、法律を順守し、裁判所が政治的支配から独立している「普通の」民主主義国としてロシアを見せようとしてきた政治指導部にとって重要なことである。
後述するように、ホドルコフスキー事件に限らず、その他の一連の告発は今日のロシアにおいてみられる政治的動機に基づく検察と司法の不正行為という同一の組織的な問題を反映している。欧州評議会とアムネスティ・インターナショナルは、これらの訴訟を目録にし、捜査の脅迫と裁判所の判決に政治的権力が浸透していることを強調した。ホドルコフスキー氏はロシアにおける増え続けている政治犯グループに属しており、正当な手続き、公正な裁判、刑務所内条件についての国内法および国際法に対する著しい制度的に侵害されており、これらの政治犯が受けてきた不当な法的手続き、および判決の裏づけとなる証拠への信憑性などを考慮すると、法律において彼らは即時かつ無条件に釈放されるにべきである。

ホドルコフスキー氏の場合、数十億ドルとも言われる財産の無用ともいえる破棄および4年近くにおよぶ投獄を考慮すると、彼は途方もない経済的かつ人的な代償を払ったことになる。
2. ホドルコフスキーの見せかけの裁判とユコス社への財政攻撃

「私が見るところ、法的手続き違反の多さと深刻さは、経験やプロ意識の欠如による錯誤が重なったものとして簡単に考えるには度を超している。私は弁護人として委託を受けている間、ロシアの司法制度が抱えている数多くの問題に直面してきた。それらの問題は腐敗に対しての悪名高き寛容さ、被告に対する権利尊重の欠如、とりわけ検察当局の圧倒的な影響力であり、これらは行政機関の手中に手段となっている。」
ザビーネ・ロイトホイザーシュナレンベルガー

ホドルコフスキー氏に対する見せしめの裁判は2004年6月から2005年5月に実施された。ホドルコフスキー氏がロシア法の解釈と適用における重大な不正に直面しているとき、クレムリンは不当、かつ法外な税額によってユコス社に対して財政攻撃がおこなった。

ホドルコフスキー氏とユコス社に対するクレムリンの政治的迫害は重要なターニングポイントとなった。それはロシア国内法のみならず、国際法の基本原則に反するものであった。ホドルコフスキー氏に対する司法当局による攻撃は、あまりに不公正であり、政治的迫害に相当するものであった。裁判所は、刑事手続きと課税手続きの双方で独立性を欠いているのみでなく、法の下での平等という原則を順守しておらず、手続法と実体法について複数の重大な違反を犯してきた。検事総長と裁判所が刑事手続きと課税手続きにおいて犯している違反は、あまりに大きな間違いもしくは理不尽なもので、手続きから見せかけの誠実ささえも完全に排除し、国の政治的動機を暴露している。実際、欧州評議会の基準やドイツ連邦政府人権政策・人道援助担当コミッショナーであるギュンター・ノーケの判定によれば、こうした手続の不法性は、ホドルコフスキー氏への政治的迫害の背後にある政治的動機を有しており、ホドルコフスキー氏を政治犯と見なすに十分な根拠を提供している。

推定有罪、国家当局の共謀、遡及的納税義務

2003年10月25日、ホドルコフスキー氏は銃を突きつけられながら逮捕され、刑事責任を問われて拘留されることとなった。逮捕から数週間以内に、国税庁はオフサイトでの調査を行った結果、ユコス社は約50億ドル分の税の滞納、利息、罰金を支払う義務があるとの見解を発表した。

これことはホドルコフスキー氏に対する攻撃の第2波が始まったことを告げるものであり、ユコス社に対して巨額の課税査定が実施されることを示す最初のサインであった。

2003年12月29日、ロシア国税庁は「監査活動」報告書を発表し、ユコス社が2000年度における税の滞納、利息、罰金として33億ドルの支払い義務を負っているとして告発した。ロシアの税法において、「監査活動」報告書は証拠文書として理屈にかなった分析に基づく客観的な報告でなければならない
。これに反して、ユコス社についての「監査活動」報告書は、ユコス社とホドルコフスキー氏が有罪であるという想定のもと書かれている。そこには、「OAO-Nユコス社の幹部が有罪であることは、ロシア連邦検事総長が開始された刑事手続の文書によっても確認された」と記述されている。この驚くべき推定有罪の声明は、検査の実施と告発の準備において国税庁が検察庁と緊密かつ違法に協力していることを明らかにしている。ロシアの刑事訴訟法によれば、刑事捜査で収集された文書およびその他の資料は、それらの記録を調べてもよいという許可を裁判所から得た捜査官、検察官、弁護人など、裁判に関わる限られた人間のみアクセスが許されている。捜査資料の公開は、検察官又は捜査官から許可を得て、開示が被告の権利と合法的利益に違反しない場合にのみ許可される
。このことにより、検事総長がこれらの資料を国税庁職員に開示したとしか考えられない。実際、検事から情報をもらわなかったとすると、検査官がどのようにして、この2週間という期間に、必要とされる情報をすべて入手できたのか想像しがたい。国家機関は、明らかに共謀して、また早急に対応したと考えられる。
国税庁職員が入手した資料の内容は通常の事業過程で記録された財務情報であり、実際には税金未納を証明するに至っていなかった。それにもかかわらず国税庁は、申立てに信憑性を与えようとして、参照する記録を必要とした。

検査のアプローチ全体、つまりその慌ただしい性格と、ホドルコフスキー氏の告発のタイミングは、「監査活動」が検事総長によって書かれたか、検事総長との密接な協力の下で書かれたということを示唆している。国税庁はユコス社を定期的に検査していた。1999課税年度の検査は2000年央にあった。2000年の検査後、該当する税金はすべてその時点で支払われた。しかし、ホドルコフスキー氏に対する刑事手続が開始されると、国税庁は2000年の検査を再開し、ユコス社には新たな納税義務があると申し立てた。

国税庁による前回査定の再開は、まさに切れようとしていた時効に追い立てられたものでもあった。

さらに、問題の時期にユコス社が採用していた税構造は完全に合法的な節税方法であり、検事総長により指摘された活動は刑事的な税法違反ではありえなかったし、民事的な税法違反ですらありえなかった
。

ロシア検事総長やロシア内務省の報告書やメモ、大統領府への書簡など、一連の公式文書は、2003年にホドルコフスキー氏について検討されていた告発が民事的なものであって刑事的なものではなかったことを示している。それらの文書は、また申し立てられた活動がロシア競争法に対して違反ではないことを示している。これらの内部評価があるにもかかわらず、ホドルコフスキー氏に対する刑事訴訟を推し進めるという政治的な決断が下された。

ユコス社の財務担当取締役だったブルース・ミサモア氏によると、2003年にロシア政府から攻撃を受ける以前、同社はニューヨーク証券取引所への上場とユーロ債発行に向けて準備を進めていた。そして、この目的のために国際的法律事務所のアキン・ガンプ・ストラウス・ハワー・アンド・フェルドを、さらには国際会計事務所プライスウォータークーパーズハウス（PwC）を雇った。引受会社候補とその顧問に加え、これらの事務所の専門家が、ユコス社とその子会社の過去及び当時の財務・ガバナンスについて厳格なデューディリジェンスを実施した。同社の会計、財務、統治慣行、及び内部統制は、ニューヨーク証券取引所への上場とユーロ債発行のどちらについても必要であったと思われる基準に合致していた。

独立した公平な裁判を求める権利の剥奪
ホドルコフスキー氏とユコス社に対する刑事訴訟の過程で、ロシア当局はユコス社に同情的だといわれる判事2人を解任し、代わりに行政機関の支配に従順な判事を任命する手配をした。2004年6月、ナタリヤ・チェブラシキナ判事が、国税庁の主張を十分に受け入れないという理由からユコス社税金訴訟の1つのヒアリングから外された。チェブラシキナ判事は高い評価を受けていた判事であり、2000年の課税再査定を覆すユコス社による主張を裁くため、当初任命されていた。彼女はユコス社から要請のあった執行停止の命令を下したため、国税庁は自己の都合に合わせて会社資産を没収することが事実上できなくなった、という経緯から国税庁の支持を失った。チェブラシキナ判事はオルガ・ミハイロバ判事に交代させられたが、ミハイロバ判事は任命されたその日に辞退し、外部から圧力を受けたと公言した。3人目の判事であるペトロフ判事が後任として任命され、ユコス社に与えられた執行停止命令を覆し、2000年の査定を覆そうとする同社の主張を却下した。
法の下の平等を求める権利の剥奪
刑事手続きと課税手続きのどちらもが、法のもとでの平等という原則に違反していた。刑事手続きの被告と課税手続きのユコス社は、当局によって独断的に選び出された。クレムリン大統領府の長官であると同時にガスプロムの幹部でもあるディミトリ・メドベーデフは、ホドルコフスキー氏の起訴は「どれだけ裕福であるかに関係のない、あらゆる人に適応される法のもとでの平等」に従っている、と述べた
。しかし、欧州協議会議員総会（PACE）が指摘するとおり、ユコス社が節税のために採用した不正とされた慣行は、ロシアで活動している他の石油・資源関連企業も採用していた。それらの企業は類似の課税再査定やその強制的執行を受けたことがないし、幹部が告発されたこともない
。経済協力開発機構（OECD）もPACEに同調し、ユコス社とその元幹部に対する訴訟を「非常に選択的な法執行の事例」として説明した。

OECDはまた、検察官と裁判所を「非常に政治的である」と述べた。

ロシアの税当局は、ユコス社や他のロシアの石油会社がロシア国内の低税率地区に位置する事業者との間で取引があることを認知していた。実際、低税率地区においては軽減税率を導入されており、それらの地区で経済活動を促進することを企業に奨励した。ロシアの税当局が、この点について懸念を表明したことは過去にはなかった。

欧州評議会議員総会・法務人権委員会の報告者は課税査定の差別的性質を指摘し、問題の手法が広く採用され合法的であると認知されていることを、国税庁の関係者が2000年に確認していたと述べた。したがって、不正とされた行為を可能にする法律が変更されたのであり、法律の遡及適用という問題を引き起こした。この報告者はさらに、ユコス社の課税総額の負担は競合相手の約3倍であるとの見解を示した。他のロシアの石油会社がユコス社と同じ節税慣行に関与していたとして、他の石油会社は類似の査定を受けたことがあるのか、また、そうした企業の幹部が刑事訴訟を受けたことはあるのか、という質問を税当局にぶつけたと報告者は言う。当局は報告者の質問に回答しなかった。

裁判係争中の釈放の権利の剥奪
自家用ジェット機を急襲する武装した治安部隊から銃を突き付けられながらのホドルコフスキー氏の逮捕は、彼が起訴された非暴力的な経済的犯罪と不釣合いであった。ホドルコフスキー氏は審理前段階で投獄されたが、ロシア法によれば非暴力的な犯罪について審理前に拘留することは、極めて異例である。審理前拘留は例外的なものとされ、法廷での出頭を保証する代替的手段が見つからないときにのみ是認される。通常の慣行は投獄しないことであり、投獄を正当化する立証責任は検察官にある
。しかし、どの勾留決定審判においても、検事総長はホドルコフスキー氏の継続的拘留を正当化するための信憑性のある証拠を提出できなかった。

欧州人権裁判所が定めた基準に従えば、ホドルコフスキー氏の長期にわたる審理前拘留は恣意的であるとみなした。逮捕された人間の出頭を受けた司法官は、拘留に有利又は不利に作用する状況を検討して、拘留を正当化する理由があるかどうかを法的基準に照らして決定し、そのような理由がなければ釈放を命令しなければならない。

さらに、「推定無罪にもかかわらず、個人の自由の尊重という規則を超えるほどの、公衆の利益にとって拘留の必要性を示す具体的な理由がある場合にのみ、継続的な拘留が一定のケースで正当化されうる。」
　検討すべき主要な公衆の利益は、公衆の安全と、被告が審理に出頭するという保証である。

ホドルコフスキー氏が審理に出頭しないか、引き続き犯罪を犯すか、証拠を隠滅するか、司法手続きを妨害すると断言できるほどの裏付けはなかった。ホドルコフスキー氏は、法に従って評判を守り、妻や子供とロシアに留まるという決意を表明した。検事総長が彼の仲間に攻撃を開始したとき、彼は何度も海外に旅行していたが、その度毎に戻ってきた。彼が拘留された後、ロシアの国会議員及び広く尊敬を集めているロシア市民が、ホドルコフスキー氏が保釈の義務を遂行することを個人的に保証した。しかし、ホドルコフスキー氏は、まるで社会に深刻な脅威にさらしているか、法廷に出頭しない重大なリスクを有しているかのごとく扱われたが、それについては何の根拠も示されなかった。

効果的な法的支援を受ける権利の剥奪

ホドルコフスキー氏は彼の弁護人から有効な支援を受ける権利を否定された。この権利には、起訴を検討し弁護を用意する十分な時間と便宜、並びに国連・市民的及び政治的権利に関する国際規約の第14条3項とヨーロッパ人権条約の第6条により保証されている、弁護人と内密に会話する機会が含まれる。この法的支援を受ける権利は、弁護士と依頼人の特権を確保する絶対に内密の私的な方法で弁護士と連絡する権利を伴う。刑事起訴のケースでは、市民的及び政治的権利に関する国際規約において、「自らになされた起訴の性質と原因について即時かつ詳細に知らされ、弁護の用意をするための十分な時間と便宜を与えられ、自らが選んだ弁護士と連絡する」
 権利が被告に与えられなければならないと定めている。ヨーロッパ人権条約は同様の権利を定めている。欧州人権裁判所によると、法的支援の保証は、「第三者に聞こえない所で弁護人と連絡する権利」が含まれる。「弁護士が依頼人と打ち合わせ、監視されることなく依頼人から内密に指示を受けるということをできなければ、彼の支援はほとんど有用性を失う」［からである］。

ホドルコフスキー氏は、審理中のみならず、その前の捜査段階においても、弁護人と自由に打ち合わせる権利を剥奪された。弁護人は捜査官によるホドルコフスキー氏の聴取と尋問に同席する権利を否定され、検事総長の事実記載書を検討し抗弁を準備するために限られた時間しか与えられなかった。このことはロシア連邦刑事訴訟法に違反する行為であり、この法律は弁護人が遅延を企んでいることが明白でない限り、準備の時間を短縮してはならないと定めている
。弁護人のホドルコフスキー氏へのアクセスも、アクセスを許す検事総長の書簡を前もって取得することを義務づける勾留措置によって実際上制約された。裁判所内では、ホドルコフスキー氏と弁護人の間でメモが渡される前に、裁判長にそれを読ませなければならなかった。ホドルコフスキー氏と弁護人が、同氏が座っている鉄格子越しに直接連絡しようとすると、武装した警備員が間に入って連絡をさえぎる、ということもしばしばあった。

憲法第24条(2)項に従って、弁護人との連絡の制限を正当化する資料の開示をホドルコフスキー氏が要求すると、裁判所は彼の要求を退け、勾留する当局の規則に言及した。しかし、拘留する当局は、それらの規則は国家機密であると考えていた。そうしたいきさつから、被告は、当局側が主張する具体的な証拠を何ら参照できなかった。

弁護人との連絡に干渉することは、憲法第48条に定められた弁護人を依頼する権利の否定である。

弁護士事務所に対する不当な行為
弁護士事務所が捜索を受け、機密資料が押収された。これらの捜索のいくつかは、明らかに脅迫を意図した形で行われた。例えば、アントン・ドレル弁護士事務所が連邦治安機関の武装職員により違法に捜索された。何百というファイルや個人記録を押収され、ドレル氏のコンピュータや携帯電話まで押収された。その後、彼は依頼人に不利な証言をするように要求された。

検察側の事実記載書の開示を求める権利の否定

ロシア法の下で、検察官は、刑事被告人の容疑を晴らす可能性のある証拠を開示する義務がある。

法人税と対人税の脱税及び窃盗の申立てに関して弁護人が知っているいくつかの訴訟について、検察官は政府事業体からの無罪を裏付ける証拠へのアクセスを持っていたが、予備調査の記録にそれを記入しなかったし、弁護人にそれを提供しなかった。

証人喚問の権利と専門家の証言を吟味する権利の否定

いくつかの状況で、裁判所は検察側の専門家証人に対して反対尋問したいという弁護人の要求を却下した。

訴訟準備の早期段階から、ホドルコフスキー氏は、リン灰石肥料の取引に関連する詐欺と横領、及び対人税の脱税についての起訴を支持する、検察官が提出した3つの専門家報告書の結論に対して異議申し立てを求めた。弁護側は、報告書の執筆者を反対尋問のために3つの申請を行った。この3つの機会すべてについて、裁判所は申請を拒絶し、専門家の意見の査定は裁判所が行ったのであるため、動議を支持する根拠がないと述べた。この証人喚問の拒絶は、ロシア国内の手続法のみならずヨーロッパ人権条約第6条(3)項においても、ホドルコフスキー氏の権利の侵害であった。同人権条約は、刑事被告人は「自分に不利な証人の場合、同じ条件の下で自分のために証人の出席と尋問を得る」権利を有する、と定めている。

検察官は少なくとも2人の弁護側の重要な証人、リューボフ・ミャスニコバとマラト・ラフマンクロフを脅迫した。両人は、ホドルコフスキー氏の納税、および同氏の仲間に対する違法な家宅捜索について証言した。裁判所は、これらの脅迫に対する弁護人の異議申し立てを却下し、検察官に警告することを拒絶した。いくつかの事例で、裁判所は数名の証人候補が犯罪捜査の対象になっていることを示唆する証拠を紹介することを検察側に許可した。この戦術は、証人候補の信用を落とし、彼ら自身の個人的な安全と危機管理について不安をかき立てることにより、彼らに圧力をかけるように仕組まれていた。

審理中における継続的な違法捜査

ロシア連邦刑事訴訟法によれば、捜査を実施し証拠を集める検察側の権利は、刑事手続きの予備調査段階に限定される。検察側はこのルールを無視し、審理に出頭する直前に、別の犯罪捜査を口実にして証人を尋問した。例えば、オレグ・フボスチコフを証言のほんの数日前に5回も、法廷審問中の問題と同じ問題についての訴訟で尋問した。裁判所は弁護人の異議を無視し、このような方法で証人の証言に影響力を行使することを検察側に許した。

その一方で、反対尋問における検察官の論拠を弁護人が突き崩すたびに、裁判所は弁護人に異議を唱え、制裁措置をとった。その理由は、弁護人の質問が証人の証言に関して不適切な影響力であると考えたからである。

法廷外の言明を排除する権利の否定

弁護人の異議申し立てにもかかわらず、裁判所は法定外言明の利用を許可し、最終的に判決でそれに依拠しれきた。このため弁護人は証人に、裁判所内の証言で触れられていない点に関して立ち向かう手段を奪われた。判決で利用された2つのそうした言明は、ボストリコフ氏とクラッセン氏からのものであった。数年前、これらの証人は捜査官の事務所で尋問されていた。証人は二人とも、裁判所内の報告と裁判所外の報告の間に大きな矛盾がないということを審理で強調した。裁判所の外と内で証言に大きな食い違いがないにもかかわらず、裁判所は、弁護人の異議申し立てを押し切って裁判所外の証言を許可した。その根拠は、ホドルコフスキー氏も彼の弁護士も、審理前捜査のあいだ尋問への参加が許されておらず、したがって、それが行われた方法に異議を唱える機会を持たないということであった。

裁判所外における言明の許可によって生じた先入観に加え、裁判所は、検察官側の証人が検察官が望んだとおりに証言しなかった場合、その証言を補足することを検察側に許した。

裁判所はさらに、検察官が審理前尋問のあいだに根負けして同意するまで説き伏せようとした、という証人のクレームを無視した。尋問は一度に4～6時間続いた。尋問の最後、証人は検察官が作成した長い供述書に署名するように言われた。証人は、不正確な供述がいくつかあるため署名に乗り気ではないと不平を述べた。しかし、尋問担当者から極めて強い圧力をかけられて、証人の多くは検察官が作成したとおりの供述書に署名した。

検察官が尋問を記録し文字に起こした場合、その記録を弁護人のために提示しなければならないと法律に定められている。しかし、検察官はそうした記録を弁護側に提示しなかった。捜査官の署名だけがあって証人の署名がないページがいくつかあるにもかかわらず、裁判所は、検察官が文字に起こしたそうした証言を採用することに対する弁護人の異議申し立てを無視した。

聴聞を受ける権利及び準備と提示に合理的な時間を与えられる権利の否定

この裁判では、スピードが格別重要な要素であった。あまりに性急に司法手続きがとり行われたため、ホドルコフスキー氏とユコス社は、十分な聴聞を受ける権利を奪われ、弁護を準備する権利については言うまでもない。あまりに性急であったことは、ユコス社が受ける財務面の圧力が最大化するという影響をもたらし、同社の主要な生産子会社であるユガンスクネフチェガスを急いで売却する一因となった。非常に複雑な取引について短期間で決定が下されたため、法律に定められた関連資料をすべて検討することは裁判所にとって不可能であった。さらに、利用可能な限られた時間が当事者の間に不公平に配分された。例えば、第一審聴聞の下級裁判所では、国税庁が事実記載書の作成に与えられた時間は3日間であったのに大使、ユコス社が抗弁の提出に与えられた時間はわずか3時間であった。

名誉毀損の取り扱い
ロシアの司法との試練の最初から、ホドルコフスキー氏は名誉を毀損される取り扱いを受けた。11カ月の審理期間中、彼は法廷内で金属製の檻に入り木製ベンチの上に長時間座ることを義務づけられた。彼は弁護士に対する指示を鉄格子越しに伝えなければならなかった。檻を離れるとき、彼は警備員に手錠でつながれた。開廷期間中、彼に与えられたものは乾燥食品のみであり、運動も新鮮な空気もなかった。ホドルコフスキー氏は経済犯罪で起訴されたのであり、そうした措置を正当化しうるだけの安全上の不安はなかった。とられた措置のいくつかは、暴力的又は危険な人物のケースでは、あるいは根拠の確かな逃亡リスクがある場合には正当化されるかもしれないが、そうした不安はホドルコフスキー氏の場合には全く見当たらなかった。実際、ホドルコフスキー氏の扱いは「人権と基本的自由の保護のための欧州条約」第3条の違反であり、この条約は、「何人に対しても拷問又は非人間的な、若しくは名誉を傷つける扱いや懲罰を加えてはならない」と定めている。

行き過ぎた懲罰

犯罪容疑について、ホドルコフスキー氏は、2年間の審理前拘留、放射性廃棄物でひどく汚染された遠隔地刑務所への8年の禁固、資産の喪失、そして氏自身の評判を失墜することとなった。

ホドルコフスキー氏の有罪判決は、疑わしい、まるで存在しない多くの証拠に基づいたものであった。
検察側が提示した証拠を最も寛大に解釈した場合でさえ、民事裁判の対象にしかならないであろうし、それもまた、公平な裁判所では検察側が負けるものと思われる。いくつかの事例では、問題が訴訟に持ち込まれ、当事者が満足する形で解決されたのであり、その中にはロシア国家も入る。

有罪判決の後、ホドルコフスキー氏はロシア当局によってモスクワの審理前拘留からシベリアに移送された。彼の行方は2週間、家族や弁護人に知られていなかった。彼はロシア全土で最も遠隔のシベリア刑務所キャンプであるクラスノカメンスクに姿を現したが、これはすべての囚人は居住地域または刑の判決があった場所に近接して勾留されなければならないというロシア法に反しているである。ホドルコフスキー氏はモスクワの住人であり、彼の裁判はモスクワで行われた。ロシア法によれば、投獄される場合、彼はモスクワないしその近くで受刑しなければならない
。そうではなく、ホドルコフスキー氏は、ウラニウム鉱山に近い刑務所で8年の刑を務めることになっており、この区域の放射線レベルは安全レベルの30倍であると報告されている。明らかに、ホドルコフスキー氏に課された刑は、彼が訴えられた純粋に経済的な犯罪に対して著しく不釣合いなものである。
2006年7月、ドイツのアンゲラ・メルケル首相は、「政府はホドルコフスキー氏の容認し難い刑務所状況に注意を払うように何度もロシア側を促した」と述べ、ホドルコフスキー氏の扱いについてロシアが国際的な法律基準を尊重するように希望している旨を明らかにした。例えば欧州委員会委員長のジョゼ・マヌエル・バローゾ、元チェコ大統領のヴァーツラフ・ハヴェル、元アイルランド大統領のメアリー・ロビンソン、元ポーランド大統領のレフ・ワレサなどの政治指導者が、ホドルコフスキー氏のケースについて懸念を表明した。

グラディシェフ証言

ロシアにおいて指導者的立場にいる弁護士で、ロシアの会社法と税法の権威であるウラジミール・グラディシェフはバウ・ストリート下位裁判所において逃亡犯罪人引渡しの事例で専門家証人を務めた。グラディシェフ氏は、モスクワ仲裁（Arbitrazh）裁判所でユコス社課税手続きの文書集にアクセスできる限られた人物の一人であったが、「私はそれを見て唖然とした」と述べている。

彼の次の発言は注目に値する：

「ユコス社の脱税に関する訴訟は純粋な課税査定などに基づいたものではない。手抜きがいくつかあり、後の執行は残酷なまでに手際の良いものであった。それは、課税手続きを隠れみのにしながら、会社を倒産に追い込み、その主要な生産設備を没収する政治的動機を持った措置である。

訴訟があったのは2004年であったが、その年の終わり、会社は活動不能にされ、その主要な生産拠点は…没収され、いんちきの納税義務が山積していた。

（中略）

ユコス社税金訴訟は、権力の座についた元KGB職員がロシア国家の機構を違法に利用しながら、どのように自らの個人的な政治目標を追求し、その過程で自らを裕福にするかという物語である。

それはまた、ウラジミール・プーチンのミハイル・ホドルコフスキーに対する執念が、プーチンが公然と維持することを追求した国家に対して深くかつおそらく回復不可能な損害を与えるに至った物語でもある。
」

全国で審理された50を超える個々の訴訟から成るこの税金訴訟は、「政治の中枢部によって調整された、巨大で綿密に仕組まれた作戦であり、国家機構のかなりの部分が関与した。税務調査官と裁判官は、ロシア司法制度の巧みな操作において、割り当てられた役割を演じていた。
」グラディシェフはさらに、この目的は会社を倒産に追い込み、そのかなりの資産を没収することであったが、しかしそれはすべて合法性をまとっていたと考えている。

グラディシェフは、ユコス社訴訟の公式記録には完全なものは何もないと指摘する。裁判の手続きや決定で公開されたものはなく、決定のいくつかは開示請求のできる権利を有する当事者への開示さえも行われない。例えばユガンスクネフチェガスの売却は、落札額が一体いくらであったのか、誰が実際に落札者に資金提供したのかということが不明であり、「競売は純然たる煙と鏡であった。」

ホドルコフスキー氏が逮捕される数カ月前、憲法裁判所が刑事訴訟法の第199条の拘束力の解釈について以下のように示した：「結果的に税金の不払いまたは納税義務の軽減に帰結するとしても、合法的に授与された納税者の権利であって、税金を支払わないか納税者にとって最も有利な形の企業家活動、およびそのような支払方法を選択する法律的可能性に関連する、納税者の権利の行使から成る納税者の行動について［刑事］責任を課すことは許されない。」
　グラディシェフはまた述べる：「ユコス社訴訟、およびホドルコフスキーとレベデフに関する刑事訴訟の全体を通じて、クレムリンの検察官は、ユコス社が採用した税金対策手段が違法であるということをわざわざ証明しなかった。彼らは、最高額の税金をもたらすように作り上げた構図を合法的処理と比較し、その差額を集めただけであった。」
　憲法裁判所の解釈は、このように一蹴された。

ピーター・ベイカーとスザン・グラッサーは著書「クレムリン・ライジング」で次のように述べている：

「ユコス社の場合、当局はすでに検査した過去の年の法人税申告を再度開いて、ロシア法の主要部分に新たな解釈を加え、ロシアの企業が広く採用している節税対策はもはや合法的ではないと裁定した。わずか数カ月前、まさに国の検査当局が、それらの節税対策は合法的であると宣言していたにもかかわらずである。当局はその新解釈に基づき、2000年からの追徴課税、罰金、利息として34億ドルをユコス社に課し、2001年、2002年、2003年の申告も同様に細かく調査した。」

グラディシェフは、これは法律の遡及的解釈があったということではなく、むしろ「政府は何かをわざわざ新しく解釈することはしなかった。没収要求を支持する法律を参照する労をとらず、ユコス社には負債があると宣言しただけであった」と言う。

3. ホドルコフスキー事件におけるクレムリンによる法律の手段化

ホドルコフスキー氏の国際弁護団のメンバーであるジョン・パッパラードは、米国で20年間、検察官として働いていたひとかどの人物として、その経験と見解をこの訴訟に適用した。ホドルコフスキー氏の判決の前に開かれた記者会見で、彼は、ホドルコフスキー氏および共に起訴されたプラトン・レベデフが「組織グループ」を結成したという告訴理由に基づく刑事起訴について、次のように述べた：

「十分大きな嘘をつき、その嘘をずっと繰り返すと、うまくいけば人々に信じてもらえる。それが、この訴訟で検察が組織グループに関して行ったことである。

組織グループは、1つまたはいくつかの犯罪を犯すために前もって集まる人間の安定的なグループ、として定義される。何が大きな嘘か。

大きな嘘とはつまり、これは、ロシアの第一線で活躍してきた2人のビジネス・経済改革者を単なる極悪非道な犯罪者に仕立て上げる、意図的に計算されつくされたものである。そしてもちろん、それは支持されていない。たった今終わった裁判から出てきたものは、過去1週間で9カ月の証拠、9カ月の文書、9カ月の論議であり、裁判の結果、レベデフ氏やホドルコフスキー氏が犯罪グループのまとめ役だったという告発を裏付ける証拠は一切見つからず、メナテップが犯罪グループだという告発にいたってはなおさらである。犯意、故意、知識要件といった組織グループの核心に触れる証拠は、微塵の痕跡も、皆無であった。9カ月におよぶ裁判からは、全く何も出てこなかった。

政府が提出した証拠によって示された明白な事実は、政府自身の証拠によれば、レベデフ氏とホドルコフスキー氏の両者およびグループ・メナテップは、合法的事業活動に関与するという正当な目的のために提携していたということである。ここで最も皮肉なことは、検察が、開放性と透明なビジネス慣行を信奉するビジネス・リーダーを告発し、彼らを組織犯罪者として告発しようとしていることである。メナテップにおける彼らの存在は、西側の透明性が特徴であった。彼らは会計事務所を起用し、ウェブサイトで財務文書を公開した。詐欺に関わる人間が何かを隠そうとしない、などという詐欺事件がこれまであっただろうか。この訴訟を特徴づけるものは隠匿ではなく、むしろ開放性、透明性である。ここに詐欺事件は無い。組織グループは無い。

国家はなぜ、こういうことをしているのか。2つの目的からである。なによりも第一に、この国の刑法を操作するためであり、第二に、世論の感情をかき立てて、流れをレベデフ氏とホドルコフスキー氏に不利な方向に転換することである。これもやはり、政治的および経済的な目的のためである。とくに、構造が組織グループである場合に検察ができることは何かといえば、消滅時効を引き延ばすことである。組織グループの存在を申し立て、立証すれば、この訴訟で2年とか6年ではなく10年前にさかのぼることができる。また、刑罰をもっと重くする可能性も出てくる。まとめ役であれば、10年までの起訴が可能である。」

政治的に仕組まれ、虚偽の犯罪申し立てに基づく検察の推定は、ホドルコフスキー氏の運命を審理が始まる前に決めてしまった。しかし検察側は、与えられた不当な優位性を総動員しても、法律とビジネスの基本的な概念を理解することが嘆かわしいほどにできないことをさらけ出すほかなかった。検察側が実際に証明したことといえば、証人と弁護士を脅迫するための専門知識と、見せしめの裁判を実施するための専門知識である。

ロシアに対する欧州人権裁判所の有名な2004年の裁定は、法律を操作する傾向がロシアにおいて表面化しているという事実を証明した。グジンスキー対ロシアの訴訟
では、グジンスキーが獄中にいる時期、商業契約に署名するようにガスプロムが彼に圧力をかけていたということが、欧州人権裁判所によって確認されている。この契約は大臣の承認を受けた後、刑事起訴を取り下げた検察官により実施された。このことは、グジンスキー氏に対する告発が彼を脅迫するための政治的手段であったことを強く示唆している。

欧州人権裁判所は、「刑事手続きや裁判前の拘留などといった公法的事柄を［国家による］商業的交渉戦略の一環として利用することは、その目的に反している。」と断言した。

規則性の推定の不在

規則性の推定として知られる古い法律格言に従うと、「すべての行動は規則正しく行われたと推定される。」この推定は一般に、事柄が遡及的に調べられる場合に、しばしば証拠面の困難性の観点から適用される。官僚または私人の行動のいずれにも適用される、この推定のエッセンスは、当該の人々が正直に行動しそれぞれの任務を正しく果たしたということであり、その任務が法律上課されたものであるか道徳上かは問わない。ただし、この規則性の推定が適用されるのは、反対のことを示すしっかりした証拠が存在しない場合だけであることも、ルールとして確立している。したがって、規則性の推定は反証を許す推定である。

ホドルコフスキー訴訟とその後の出来事を調べると、規則性の推定がロシア体制に有利に作用しえないことがはっきりと分かる。

4. 獄中におけるホドルコフスキーに対する虐待

ホドルコフスキー氏は、ロシア法と国際法の下で受刑者として有する権利を繰り返し剥奪された。なるべく多数回にわたりホドルコフスキー氏を懲戒するため刑務所当局が常にアラ探しをし、それによって、彼の権利をさらに制約することを正当化し、早期釈放の実現を損なわせるパターンができ上がった。十分な懲戒が彼の記録にあるため、ホドルコフスキー氏は、刑期の半分を務めあげる2007年に仮釈放を拒否されると思われる。
以下は、ホドルコフスキー氏が2005年10月にクラスノカメンスクに投獄されて以来、彼が受けた扱いの要約である。ホドルコフスキー氏の扱いは、ロシア当局が法規を執行する権限を悪用しているという証拠をさらに示している。

弁護士に対する妨害（2005年11月）
刑務所管理官は、準備中の裁判所への抗告を邪魔して、弁護士と依頼人の権利を侵害する手続きを課した。

弁護団の依頼人訪問を禁止する法律が総じて存在しないにもかかわらず、4人の弁護士団のメンバーがホドルコフスキー氏との接見を許可されるのは厳しく1人につき1回であった。弁護士への接見に時間的制約を課されていたことを踏まえると、ホドルコフスキー氏はグループ協議の効率を生かすことができなかった。

一人の弁護士は、何の理由も告げられることなく接見を中断させられた。クラスノカメンスクでの3日間の滞在中に行われた妨害のために、弁護士がホドルコフスキー氏と一緒に過ごした合計時間は法律で許された12時間ではなく5時間であった。

刑務所職員は、弁護団の機密資料を調べようと何度も試み、その中には依頼人の訴訟に関する弁護士の記録も含まれていた。ある弁護士は、刑務所の敷地を出る際、個人的な書類と文書を没収された。弁護士は、証人のいないところで下着に至るまで身体検査を受けた。

刑務所職員は、弁護士がホドルコフスキー氏との協議中に作成した私的なノートを詳しく調べた。刑務所管理官によると、職員には、「テロリスト攻撃を防止するために」ノートに目を通す権利を有しているとのことであった。

徹底的な検閲と、弁護士が作成したノートを解読する試みた後、ある刑務所管理官は、依頼人とは「ロシア語でのみ話したり書いたりする」ことを書面で約束するように弁護士たちに求めた。

弁護士たちは、刑務所管理官の要求のどれか1つにでも従わなければ、依頼人との連絡を「客観的な」理由によって短縮されることになるだろうと脅迫された。

2005年11月下旬、欧州人権裁判所に対するホドルコフスキー氏の抗告の作成を相談するためモスクワから刑務所にやってきた2人の弁護士は、依頼人への接見を法的に妨げるための裏づけがないのに妨害された。

ホドルコフスキー氏は、電話をかける法的権利があるにもかかわらず、電話へのアクセスがなく、したがって家族や弁護士との連絡は直接行うしかない。

1回目の懲罰2005年12月）
キャンプの作業所で働いている間、ホドルコフスキー氏は修理員を探し出して機械の故障を知らせるため持ち場を離れた。その直後、「作業場からの無許可逃亡のために」懲戒を受けた。

ホドルコフスキー氏のロシア人弁護士であるユリ・シュミットによると、この懲戒は全く不合理であった。ホドルコフスキー氏は作業デスク上の指示を厳密に守っていた。その上、工場全体が作業場として見なされ、ホドルコフスキー氏はその敷地から出たわけではなかったため、彼はその作業場を「離れた」のではなかった。

家族訪問の取り消し（2006年1月）
刑務所当局は、訪問者区域が修理中であるということを理由に、ホドルコフスキー氏の配偶者の訪問を取り消した。

弁護士への妨害（2006年1月）
ホドルコフスキー氏は、弁護士との接見中、文書を検討する能力を奪われた。連絡はガラスと鉄格子越しに行わなければならなかった。ホドルコフスキー氏が読めるように、弁護士は紙をガラス窓に押し付けなければならなかった。

ホドルコフスキー氏側の照明はスイッチが切られているため、ガラス越しに彼が文書のテキストを読むのは困難または不可能である。

2回目の懲罰（2006年1月）
ホドルコフスキー氏は、無許可の印刷物（このケースでは刑務所規則の印刷物）を所持していたという理由で独房に5日間入れられた。刑務所職員は、ロシア連邦法務省から発行された2つの法令と、流刑地における受刑者の権利についての法令の承認済み付則をホドルコフスキー氏から没収した。ホドルコフスキー氏は没収された文書を郵便で受け取ったのであり、それらは、郵便の引渡しを担当する刑務所職員によって署名と引き換えに手渡されていた。

自らの権利について情報を得る受刑者の権利は、ロシアの法律で明示的に定められている。

3回目の懲罰（2006年3月）
ホドルコフスキー氏は、「指定された施設の外で物を食べた」という理由で、7日間にわたり2回目の独房移送を受けた。具体的には、無許可の場所で茶を飲んだために罰せられたのである。

ホドルコフスキー氏のスポークスマンは、弁護士との話し合いが許されるのは生産単位での8時間シフトの後のみであるため、弁護士と会いたければ夕食を先送りしなければならず、彼が問題の茶を飲んだ動機はそこにあると説明した。

ナイフ襲撃事件（2006年4月）
ホドルコフスキー氏は、寝ている間に、囚人仲間から靴屋ナイフで顔を切りつけられた。襲撃してきた人物は、刑務所規則に違反してナイフとカミソリを所持していた。刑務所当局はその後、ホドルコフスキー氏を独房に入れ、「受刑者ホドルコフスキーについての憶測に、危機にさらされている彼の生命についてのものも含め完全に終止符を打つため、我々は彼を独房に入れることにした。彼はそこでは安全である」と述べた。刑務所管理官から尋問されたとき、襲撃した人物は「彼の目をえぐり出したかったが、手がすべってしまった」と述べた。

4回目の懲罰（2006年6月）
ホドルコフスキー氏は、囚人が「個人的な食品、物品、材料の販売、購入、提示、受け入れ、強奪」をすることを禁じる刑務所規則に違反したという理由で、10日間にわたる3度目の独房への移送を受けた。彼は、配偶者の流刑地訪問が終了した翌日、独房に移された。懲罰の理由は、配偶者が訪問時に差し入れした2個のレモンを所持していることを刑務所当局に報告しなかったことである。この懲罰は、ロシア法に基づく、「食品などの」私物品を自己の裁量で使用し処分する受刑者の権利に矛盾していた。

5. ホドルコフスキーとユコス社に対する政治的迫害の背後にある動機

ホドルコフスキー氏に対するクレムリンによる政治的迫害の背後には、2つの主要な動機があった。それらは、ホドルコフスキー氏を政治的ライバルとして排除することと、ユコス社を国有エネルギー企業の競合相手として排除することである。これらの動機を追及する中で、クレムリンはホドルコフスキー氏とユコス社を互いに密接不可分のものとしてとらえた。

多くの人が理解していないことは、この迫害、ガスプロムとロスネフチを独占的で反競争的な方法で強化するというクレムリンの目的を達成するための前提条件であった、ということである。当時、これらの国有企業は、ロシア・エネルギー帝国主義の手段として悪用されていたのである。ユコス社が壊滅させられておらず、ロシアの国有企業が市場競争に直面していたなら、エネルギーを兵器として扱う際の、過去3年間にわたるクレムリンの行動を想像することは困難である。

政敵してのホドルコフスキー氏の排除
ドルコフスキー氏は3つの主要な理由から現在の指導部の政敵として見られていたことが明らかである。
第一の理由として、1990年代後半以来、ホドルコフスキー氏はユコス社を西側のビジネス慣習に近づけようとした。これには、企業の透明性の導入、西側の会計基準の採用、西側の経営者の雇用、企業統治小委員会を有する独立した取締役会の創設、合併と買収を通じた企業成長、西側からの投資の拡大などであった。これらの措置は、ロシアのエネルギー部門で政府と企業を導いていた不透明な方法に挑戦をしかける、西側志向のずばずば物を言うリーダーとしてホドルコフスキー氏を特徴付けた。

第二の理由として、ホドルコフスキー氏は、市民社会、民主主義、法の支配、教育、経済発展をロシア社会の中で促進するために膨大な資源と時間を投入していた。ホドルコフスキー氏は、2000年にこれらの実現をユコス社を通じて開始し、2001年に非営利のオープン・ロシア財団を創設した。同財団の綱領は、「世界においてロシアを指導者的立場に位置して、人々がロシアで働き生計を立てることを選ぶ条件を作り出すために貢献する」ことが目標であると宣言した。

ロシアが民主的改革の道を進み、市民社会を強化し、企業家精神を刺激し続けるなら、これは可能であると我々は十分に確信している。財団は、単なる寄贈者ではなく、ロシアの社会的経済的進歩に貢献するイニシアチブの「インキュベーター」になろうとして努力した。オープン・ロシアは活動初期の数年間、約1,500万ドルの年間予算を組み、高い透明性の下で活動していた。

オープン･ロシアの資金は、教育、文化、社会の様々な分野の博愛的プログラムや競争的助成プログラムのために用いられた。代表的なプログラムをあげると、全国に研修センターを設置してコンピュータの利用とインターネットへのアクセスを学校教師に教えるインターネット教育連盟；コンピュータ、インターネットへのアクセス、研修を通じて地方図書館の近代化を支援するための、文化・マスコミ省および専門図書館の団体と連携したプログラム；民主主義、市民社会、市場経済の価値と慣行に基づく、若い人を対象にした「新文明」プログラム；文学の「ロシア・ブッカー賞」のための資金提供などである。これらのプログラムに加え、オープン・ロシアは、国内を資金調達しながら人権団体に資金を寄付する数少ない団体の1つであった。人権についての調査・教育プログラムの他、財団から資金提供を受けた受益者の中には、積極的な人権侵害に対するモニタリング機能を有するところもあった。

オープン・ロシアから資金提供を受けている、ある人権グループは、ソビエト時代にあった悲劇的ではあるが殆ど知られていない人権侵害について研究している中等学校生徒を支援するプログラムを運営していた。財団はさらに公共政策国民学校を設立し、これは全国に展開している。この学校の目的は、民主主義について学生を教育し、民主主義制度の根底にある原理について意欲的な政治家を教授することであった。ホドルコフスキー氏の逮捕は、イルクーツク（シベリア）の公共政策国民学校で行うことになっていた「権力、ビジネス、社会」についての挑発的なスピーチに先立って行われた。

第三の理由として、ホドルコフスキー氏による政治問題や公共政策問題への深遠は関与である。公の場に登場しロビー活動をすることによって、彼がロシアの政治プロセスの積極的な参加者になっていた。ホドルコフスキー氏は、単に市民権を行使していただけであるが、彼の活動はビジネス・リーダーが政治の埒外にとどまらなければならないという政権の暗黙の命令に違反していた。2002年と2003年にホドルコフスキー氏は、腐敗に終止符を打ち、より活気のある市民社会を創り出す必要性を公然と口にするようになった。2003年2月、プーチン大統領とロシア産業家起業家連盟との間でのテレビ会議で、ホドルコフスキー氏は、腐敗がロシア中に拡大しつつあり、政権は体制内にいる「何人かの忌まわしい人物を追放する用意があることを進んで示さなければならず」、腐敗と戦う覚悟と能力を証明しなければならないと述べた。ホドルコフスキー氏の運命はこの日に決まったと、多くの人が考えている。2003年5月、彼は、野党のヤブロコと右派連合に助成金を提供すると発表した。

彼はさらに、プーチン大統領の党である統一ロシアからの資金提供要請に応じた。ヤブロコと右派連合は、ともに民主主義と法の支配を推進するリベラルな政党である。

彼が逮捕される前の数カ月間、ホドルコフスキー氏に対する中傷キャンペーンが展開されたのは、確かに偶然ではない。2003年5月、雑誌コンプロマットは、ホドルコフスキー氏とビジネス・パートナー、およびユコス社についての否定的記事に全100ページを割いた
。モスクワのシンクタンク、国家戦略評議会は、「新興財閥クーデターを前にしたロシア」と題した報告書を発表した
。報告書は、ロシア経済を民営化した新興財閥が、政治分野を民営化しようと企んでいると主張した。そして、ホドルコフスキー氏に率いられていると思われるビジネス・リーダーたちが、「ロシア連邦大統領の権力を制限して、ロシアを大統領制共和国から大統領・議会制共和国に転換」しようとしていると断言し、ホドルコフスキー氏をこの改革の主唱者として位置づけた。
この報告書によると「指導部の主役が立てた計画によると、議会の下に置かれ議会に報告することになるロシア連邦の新政府は、早くも2004年に樹立されるかもしれない。新憲法に従って形成される、そうした政府の議長の主な候補者は、ミハイル・ホドルコフスキーである。」報告書は、新興財閥クーデターを防止する措置を推奨し、「この国の発展方向を変えるために我々に与えられた時間はほとんどない。我々が今、寡頭政治にストップをかけなければ、自然、産業、知力の豊かな可能性の上にロシアの効率的近代化を進める機会を逃してしまう。国民が直面している任務は、国の発展に対する不当な影響力、巨大な利益、あらゆるレベルの政府当局ならびに政党、知識人、専門家委員会に対していかがわしい影響力を行使する能力を、これらの新興財閥から取り上げることである。」

報告書発表のあと間もなくして行われた記者会見で、プーチン大統領は恐ろしい剣幕でホドルコフスキー氏を名指ししながら、事業家個人が彼らの企業利益のために国の政治に影響力を行使することをロシアは許さないと主張した。

彼は、この方針に同意しない人たちは、他の人が試みたが失敗したことを覚えておくべきだと言った。「何人かは永久に去り、他の人は遠ざかっている。」

ユコス社の排除とその資産の買収

2000年以来、ユコス社はロシア国家の経済的競合相手として見られていた。1990年代の石油部門の民営化にもかかわらず、ロシア国家は、かなりの所有権を維持していた。とくに3つの国有または国に支配された企業、ロスネフチ、トランスネフチ、ガスプロムは、ユコス社と利害が直接衝突することが多かった。

ロスネフチは、国が100%保有しているロシア最大の国内石油企業である。取締役会は、上級の閣僚と官僚でほとんど占められている
。ユコス社とロスネフチの間の関係は、両社がいくつかの重大な紛争で衝突した2002年と2003年、著しく悪化した。とくに、石油埋蔵量1億2,500万メートルトン、ガス埋蔵量760億立米と推定されるバンコルスコイエ油・ガス田の支配権獲得でユコス社が有利になったことに、ロスネフチの幹部は立腹した。

トランスネフチは完全国有化されたパイプライン会社であり、ロシアで生産される石油の93%を配給する責任を負っている。ロシアの大半の石油企業と異なり、ロシアのパイプライン網は1990年代に民営化されず、そのため国は、割り当てその他の仕組みを通じて石油配給の支配権を維持し、石油の生産、輸送、輸出について税金と手数料を徴収することができた。トランスネフチは、ムルマンスクの北港（ロシア唯一の全天候型港）まで新しいパイプラインを敷設し、米国への大量の石油輸出を可能にするルクオイル－ユコス提案に反対した。

ガスプロムは世界最大のガス生産企業であり、世界でのシェアは約25%である。ロシアでは、ガスプロムはロシアガス埋蔵量の約60%を所有しており、ロシアのガスの約94%を生産し、ガスパイプライン・システムを所有している。

2006年、ガスプロムは約2,100億ドルと評価され、世界の大手石油・ガス企業の中で4位に位置づけられた。2位のブリティッシュ・ペトロリアムや3位のロイヤル・ダッチ・シェルとほとんど同規模であるが、両社は潜在的成長力においてはるかに劣る。

世界最大のエネルギー企業はエクソンモービルであり、企業価値は,750億ドルと評価されている。ブリティッシュ・ペトロリアムの株式資本は2,370億ドル、ロイヤル・ダッチ・シェルのそれは2,230億ドルである。

国はガスプロムの最大の株主である。ガスプロムからの収入は、ロシア国家の歳入の約20%を生み出している。ガスプロムはユコス社を独占に対する脅威として見ていた。ホドルコフスキー氏は、ガスプロムは解体し民営化するほかないと公言した。ユコス社は油層のほかにガス層を所有しており、すでに特定市場でガスを生産していた。ユコス社は迅速に新しいガス層を取得していた。ホドルコフスキー氏は、ユコス社はガスプロムよりも高い費用効率でガスを生産できると宣言した。ユコス社は、北極海までパイプラインを敷設し、そのガスをターミナルで液化して欧州に輸出するというアイデアを検討していた。これはガスプロムのパイプラインを迂回し、欧州へのガス販売でユコス社をガスプロムと競争する位置につけるものである。他方、ガスプロムの社長でありプーチン大統領に最も近い人間の一人であるクレムリンのインサイダー、アレクセイ・ミラーは、彼の会社が大手石油企業になる計画を持っており、その分野で地歩を固めるため積極的に機会を探していると発表した。

直接的な競争に加え、ユコス社は企業の透明性をもって国有企業に挑んだ。2000年初頭、ホドルコフスキー氏は同社の企業文化を変える野心的プログラムに着手した。ユコス社は、西側式の開示慣行など、ロシアの大手企業の中で最も近代的な企業統治と最も透明な慣行を採用した。同社は国際的に認知された会計監査事務所を雇った。第三者取締役が同社の取締役会メンバーに任命され、そのほとんどは著名で評判の良い西側の人間であった。会社の管理職に就く取締役の人数は、わずか3人と決められた。2000年6月、ユコス社の取締役会は「企業統治憲章」を採択した。2002年6月、ユコス社は主要な株主の名前と保有株数の開示を開始した。企業透明性プログラムが完全に実施されると、ホドルコフスキー氏は、他のロシア企業も同じような透明性と企業統治改革を採用すべきである、と主張し始めた。しかし、ユコス社式の企業透明性は国有企業にとって受け入れ難いものであった。ホドルコフスキー氏は、中にいる人間にとっては非常に有利な、確立した秩序に対して挑戦をしかけていた。

同社に対する国家キャンペーンの背後にある動機は、ユコス社を国有エネルギー企業の競合相手として排除することにとどまらず、ロシアのエネルギー部門への外国の影響を防止することであった。ユコス社は、ニューヨーク証券取引所で米国預託証券を発行することにより、数年間にわたって西側から投資を調達した。

2003年、ユコス社は西側石油メジャーによる一層大規模な外国投資の可能性を公に論じ始めた。ホドルコフスキー氏が逮捕されたとき、ユコス社はロシアで5番目に大きな石油企業、シブネフトとの合併を実行する寸前であった。この合併は、規模においてトタルフィナエルフやシェブロンテキサコを上回り、エクソンモービル、ブリティッシュ・ペトロリアム、ロイヤル・ダッチ・シェルなどと肩を並べる世界最大級の民間石油企業を誕生させたはずであった。同時に、ユコス社は西側石油メジャーとの合併協議を進めており、そうした合併は、ユコス－シブネフトの合併が完了すれば実現するものと広く報じられていた。これは、ロシアの戦略的石油部門の心臓部に外国の所有権を持ち込むという脅迫になった。これらの計画を停止させることは、国が石油・ガス産業に対して完全な支配権を取り戻す上で役立つ。この支配権は、民間産業ではなく国家が世界エネルギー需要の金銭的利益を刈り取ることを可能にするだけでなく、国家が、燃料外交を通じたグローバルな権力を高めることにより、他国へのエネルギー供給を留保または供与することをも可能にする。

ユコス社に対する訴訟全体を通じて、税当局と行政機関は、申し立てられた租税債務を解決するいかなる申し出も、検討を拒絶した。50を超える解決案がこの追い詰められた会社から提案され、そのほとんどは2005年7月、クレムリンでの昼食会議の後であった。その会議でプーチン大統領は、ユコス社とホドルコフスキー氏を代表するカナダの元首相ジャン・クレティエンに対し、脱税紛争の解決は可能であると断言した。しかし、ユコス社がこれらの提案をしたとき、さらに何十億ドルかが申し立てられた租税債務額に加算された。ロシア当局は、解決提案に対応しない理由を示すことを拒否した。

ユコス社からの数多くの解決案の中に、請求額の支払いに必要な資金を調達するため非中核的資産を売却する提案があった。しかし、当該の非中核的資産は請求額の支払いを確保するために凍結されており、当局はそれらの凍結解除を拒否した。凍結解除が、もっぱら売却と請求額支払いのためであるにもかかわらずである。

法律的な見地から言えば、当局が解決提案に対応せず、その理由も示さなかったことは不合理であった。また、ロシア法に照らしても違法であった。ロシア法は、租税請求権の解決のためには、中核的資産に先立って先ず非中核資産を売却することを求めている
。しかし戦術的見地から言えば、提案を受け入れないことは完全に意味があった。当局は解決しようという意思を全く持たなかった。反対に、ユコス社の主要資産の強制的接収を仕組むには、同社を倒産の瀬戸際に追いやり、ホドルコフスキー氏を監獄に閉じ込めておくことが必要であった。

上記の分析は、相互依存する戦略的動機がどのようにしてホドルコフスキー氏の投獄とユコス社の主要資産の没収に至ったのかを明らかにしている。ホドルコフスキー氏を体制に反抗する政治勢力の源として見る考え方はますます強まっていたのであり、ユコス社の成功は国有エネルギー企業にとって歓迎されない競争の源であった。結局、政治的反対者およびユコス社社長としてのホドルコフスキー氏の排除と、ユコス社それ自体の最終的な没収は政治の産物であって、法律とはほとんど関係がなかった。

6. ユガンスクネフチェガスの競売

2004年12月、クレムリンは、ユコス社の最重要生産部門であるユガンスクネフチェガスをクレムリンが支配するフロント企業に強制的に売却させることを企んだ。ユガンスクネフチェガスの競売はロシア連邦履行措置法に対する違反であり、同法は、租税請求権の解決のためには、中核的資産に先立って先ず非中核的資産を売却しなければならないと明示的に定めている。何日か後、そのフロント企業は、それまで世界の石油産業でちっぽけな存在であった国有のロスネフチによって買収された。2006年、ロスネフチは国際市場で新株を発行して約100億ドルの資本を調達した。この金額は主としてユガンスクネフチェガスの買収のためであった。

ユコス社に対する財政攻撃の情熱は2004年に課された租税債務によって最も鮮やかに証明されており、これは収入1ルーブルについて8ルーブルというばかばかしい額に上った。追徴税、違約金、課徴金を加えると、2004年についての税負担は合計で収入1ルーブル当たり15.5ルーブルであった。それまでの年々、税当局はユコス社について大きな問題を抱えておらず、同社は税金を熱心に満額支払っていた。実際、ユコス社はロシアで最大の民間納税者であり、ガスプロムだけがより多くの税金を国に支払っていた。ユコス社に課された不合理な滞納税は、同社が限界点に達するまで資金圧力を強めるように仕組まれた一連の追加的課徴金の合計として考えない限り、何の合理性もない。疑いもなく、ホドルコフスキー氏とユコス社に対するキャンペーンは、未払いの税金を取り戻すためではなく、むしろ同社をつぶして資産を没収するためであって、その手始めがユガンスクネフチェガスの競売であった。

競売を食い止めるため、ユコス社は2004年12月、米国のテキサス南部地区を管轄する破産裁判所に第11条破産を申請した。ロシアでの出来事は最終的にこの努力を失敗に終わらせたが、テキサスの裁判所は、売却を禁止する暫定的差し止め命令をとりあえず出した。裁判所は、「［ユコス社の］［課税］査定と税金についての執行方法がロシア法に従っていなかった可能性が高いという見解を支持する証拠が多数ある」と判断した。」
　さらに裁判所は、「証拠は、原告のYNG［ユガンスクネフチェガス］株が2つの別々の投資銀行により見積もられた額の約半分で売却される可能性が高いという所見を支持している」と判断した。

ユコス社に適用されたロシア税当局によるロシア税法の解釈の合法性も、米国連邦地方裁判所によって審理された。その訴訟でポーレー判事は、3人のユコス社株主が集合代表訴訟として提出した、ユコス社とその経営陣に対するユコス社の租税順守に関する不実表示を理由とする証券取引法違反の申立てを却下した。却下の主な根拠は、ユコス社その他がロシアの税法に違反した、あるいは同社の租税戦略が違法であることを知っていたか知っているべきであった、ということを証明する十分な事実を原告が提示しなかったことであった。ポーレー判事は、原告がユコス社税金訴訟におけるロシア裁判所の決定を広範に引き合いに出した修正告訴状に基づき、「［ユコス社の］租税戦略がロシア連邦税法第40条に違反していた」ことを証明するか、または地域の税制優遇規則の順守におけるユコス社経営陣による「故意の不正行為もしくは不注意の推定を支持する」十分な事実が存在しないと結論した。

2004年12月の競売で、授権資本約300ドルのバイカル・ファイナンス・グループが、93億5千万ドルの無競争入札でユガンスクネフチェガスを落札した。1日あたり百万バレルの原油を生産するユガンスクネフチェガスは、147～173億ドルの価値があるという評価をドレスナー・クラインオートから受けていた。JPモルガンの評価によれば、ユガンスクネフチェガスは160～220億ドルで売ることもできたはずである。バイカル・ファイナンス・グループは、ユガンスクネフチェガスを購入するための国の支配下にあるファンドを利用する、フロント企業であったと今や理解されている。ユガンスクネフチェガスの売却価格が証明しているとおり、盗品は競売ではうまく売れない。国有石油企業ロスネフチは、この競売のわずか数日後、バイカル・ファイナンス・グループを買収し、したがってユガンスクネフチェガスを買収したと発表した。ホドルコフスキー氏の起訴という手段によって追求された上記政治目標とは別に、こうした進展は、もう1つの重要な目標を示している。つまり、ロシア当局は、ユコス社が獲得した経済力を抹殺することができた。

バイカル・ファイナンス・グループの落札は、誰からの挑戦も受けずに成就した。なぜなら、次々に起こる不可避的な訴訟と、違法な手続きに起因する外国裁判所の命令のために何十億ドルという負債を背負い込むことを恐れ、入札したり競売に参加したりしようとする者が他にいなかったからである。ユガンスクネフチェガスの競売は、表向き、ユコス社の租税債務をカバーするためであった。しかし、競売プロセスで価格があまりに減少されたため、売却代金は合法的状況下での場合よりも著しく少額であった。ユガンスクネフチェガスの価格を減少させることで得られるメリットは、明らかに、国の支配下にあるファンドを持ったバイカル・ファイナンス・グループが購入しやすくすることであった。同グループが購入価格を果たして支払ったのだろうか、ということさえ明らかでない。しかし、明らかなことは、ロスネフチが2006年の新株発行で得た100億ドル（これはユガンスクネフチェガスの買収によって可能になった）が少しも国庫に入らなかったことである。

ロシア法に違反して、ロスネフチの新株発行代金は国家予算に貢献せず、ロスネフチにとどまった（新株発行の背後にいる何人かの個人に信じがたいほどの利益をもたらした）。

ユガンスクネフチェガス株を競売で売却してロシア連邦財産基金が得た金額は、現在に至るまでユコス社に入ってきていない。2005年5月、ベドモスチは、競売価格の支払いの外見を作るために資金が振り替えられた限りでは、資金がロスネフチの勘定からではなくロシア中央銀行から支払われたことがロシア中央銀行のファイルに反映されていると暴露した。ロシア政府は、ユコス社の子会社の競売にまつわるごまかしの振替に関するこの報告を否定していない。

他方、ロスネフチは、その新たに取得した資産の明白な負債の処理について即座に意図を明らかにした。2005年4月のモスクワ・タイムズが報じているとおり、ロスネフチは、ユガンスクネフチェガスが返済を保証した資金を融資した様々な銀行に対し、借金を返済しない旨を通知し、負債の正当性を不問に付した。ロスネフチはまた、それらの銀行に対し、「ロシアで事業を継続しクレムリンと良好な関係を維持したいのであれば」、債権回収のために法的措置をとらないようにと警告した。

銀行はロスネフチと協定を交わし、銀行が強制破産手続きを申請する代わりにロスネフチがユコス社の負債を支払うことを取り決めた。この協定に基づいて2006年3月、ソシエテジェネラルを幹事とする国際銀行コンソーシアム（ロスネフチの指示で行動する）がユコス社に対する強制破産手続きをモスクワで開始した。ロスネフチは速やかに、ユコス社の負債を満額これらの銀行に支払い、ユコス社の主要債権者（ロシア税当局に次ぐ）としての立場を引き継いだ。ロスネフチが強制破産手続きの舵を取る中で、ユコス社の正当な経営陣は破産プロセスから即座に閉め出された。

ユガンスクネフチェガスの競売のやり方は、あまりにあからさまな違法行為であったため、プーチン大統領の上級経済顧問であり、ロシアで最後に残った市場経済擁護者の1人であるアンドレイ・イラリオーノフは、それを「この年最大の詐欺」と呼び、自己利益のために行動する国有企業がロシアを牛耳っていると述べた。

イラリオーノフ氏は抗議してクレムリンでのポストを辞職し、ロシアは「もはや政治的に自由ではない」と断言した。

ユコス社に対する国の意図に関する公式約束の裏切り

ユガンスクネフチェガスの競売を通じたユコス社の効果的な没収は、国の意図に関する公式声明の途方もない裏切りを露わにした。

徴税執行キャンペーンの開始時点から、ロシア当局は、その目標はロシア法の公正な実施にすぎない、国にはユコス社を破壊したり倒産させたりする意図はない、国はユコス社の資産と資源を再国有化する計画を持ち合わせておらず、交渉による税金問題の解決を受け入れる用意がある、と繰り返し言明した。

ユコス社に対する攻撃が明らかにされたとき、次の発言がプーチン大統領と様々な政府高官によりなされた。

· 2003年11月5日、プーチン大統領は「国が［ユコス社の］破壊を望まないのは明らかである」と述べた。

· 2003年11月29日、ロシア経済開発・貿易省大臣ゲルマン・グレフは、「ユコス社の国有化は課題ではない」と述べた。

· 2004年7月17日、プーチン大統領は「ロシア当局、政府、我が国の経済官僚は、ユコス社の破産を見ることに興味がない」と述べた。

· 2004年7月21日、ロスネフチのプレス・スポークスパーソン、アレクサンダー・ステパネンコは「［ロスネフチには］近く資産買収をする計画はない。全くない」と述べた。

· 2004年9月6日、プーチン大統領は「私はユコス社を倒産させたくない。ユコス社を倒産させたがっている官僚の名前を教えてほしい。そうした連中は首にする」と述べた。

· 2004年9月24日、プーチン大統領は「ユコス社を国有化したり、国がその支配権を掌握したりといった計画はなかったし、これからもない。この会社を国有化したり手に入れたりする任務を国が自らに課したことはない。そして、そうした目的は現在掲げられていない」と述べた。大統領はまた、ユコス社の資産の売却はロシアの法律に沿って行われると断言した。

「我々はこれを法律に厳格に従って行わなければならない。私はそれを強調したい。
法律を厳格に守りながら、である。」

これらの確約があったにもかかわらず、国はユガンスクネフチェガスの強制売却とユコス社の強制破産手続きを画策した。国は検察官と裁判所を使って、その政治的方針と経済的方針を推進し、そうすることによって国有企業の利益を増進した。

7.国際的見解

世界銀行

世界銀行の「ロシア連邦の概要2006年」は以下のように記している。

「ロシアの投資環境は、2003年半ば以来の企業・政府関係の不確実性増大に依然として苦しんでおり、例えば、政府が経済に裁量的に介入する可能性が高まるのではないかと予想されている。この面では、長引くユコス社事件が中心的関心事であったが、他の多くの企業に対しても明らかに嫌がらせが強まってきた。」

2006年9月のグローバル・ガバナンスについての報告で、世界銀行は、とくにロシアのガバナンス・ランキングを他の諸国と関連づけて取り上げた。政治的安定性、民主主義的な声と説明責任、政府の有効性、規制機関の質、法の支配、腐敗に対する統制の面で、ロシアは208カ国中151番目に格付けされた。したがって、ロシアは全体としてスワジランドやザンビアのグループに入り、東チモールのすぐ上であった。ロシアの政治的安定性（反憲法的または暴力的な手段によって政府が不安定化または転覆させられる可能性の予想として定義）は、フィリピンやキルギスタンと同程度であった。政策の形成と実施に対する国の約束の信頼性で見ると、ロシアはパキスタンやタンザニアのグループに入った。規制の質で見ると、ロシアはマダガスカルやセネガルと同格であった。ロシアにおける法の支配の有効性は、エクアドル、インドネシア、バングラデシュと同程度であった。

経済協力開発機構（OECD）

OECDは2006年11月の報告書で、国のエネルギー部門へのロシア国家の侵入を「ロシアの成長見通しにとって悪い前兆となる」「不穏な」現象として批判した。OECDは216ページからなるロシア経済の評価で、広範囲にわたる腐敗は投資にとって重大な障壁であると論じた。OECDはこの報告書で、商業分野における国の侵入性の高まりを2004年のユガンスクネフチェガスの強制的競売にまで遡って追跡した。報告書は、国が支配するエネルギー企業によるその後の買収をリストアップして、介入主義の傾向が強まる一方であったことを示した。

このOECDの報告書によると：

「おそらく、最も不穏な最近の政策傾向は、「戦略的」部門で国の直接的役割を拡大しようという継続的動きであった。政策の重点は、市場改革にではなく、経済の「眺望のきく高台」に対する国の掌握を強めることに、ますます置かれるようになってきたように思われる。これはロシアの成長見通しにとって悪い前兆である。」

欧州評議会議員総会（PACE）

PACEは次のように言明している：

「ユコス社幹部の逮捕と起訴の状況は、これらの訴訟における国家の行動の関心が単なる刑事裁判の追求を超えて、遠慮なくものをいう政治的反対者を弱体化させるような要素を含み、他の裕福な人々を脅迫し、そして戦略的な経済的資産の支配を取り戻すことに及んでいることを示唆している。」

PACE決議1418号とそれに関係する報告書
、およびいくつかの専門家証人報告書に記載されているとおり、ロシア憲法および「人権と基本的自由の保護のための欧州条約」に対する数多くの違反があった。ホドルコフスキー氏の最も基本的な憲法上の権利が、荒っぽくしつこい方法で侵害された。

PACEの決議1418号は、「法の支配のためには、裁判所と検察当局が国家権力の他の部局から不当な影響を受けることなく公平かつ客観的に機能し、被告の権利を保障する手続き上の規定が厳格に順守される必要がある」と主張している
。PACEはさらに、「残念なことに、ロシア連邦で2001年12月と2002年3月に導入された法律改正は、行政府からの不当な影響力に対する裁判官の保護を強化しなかったのであり、むしろ裁判官をより脆弱にした。最近の調査と広く公表された訴訟は、裁判所が依然として不当な影響力からの影響を非常に受けやすいことを示している。裁判官の資格認定委員会に対する大統領府の影響力をさらに強める新提案について、総会は格別の懸念を抱いている」と述べた。

議員総会は、ホドルコフスキー氏の裁判で「国による組織的攻撃」を行ったとしてロシアを非難している。

PACEは2006年9月、背景を広く調査しながら、スパイ容疑または国家機密漏えい容疑に関するロシア刑事訴訟における公正な裁判の問題について報告書を発表した
。この報告書は次のように記している：

「ロシア連邦内の科学者、ジャーナリスト、法律家に対する人目を引く一連のスパイ訴訟が厳しい懲役刑に終わったことは、これらの専門家グループに萎縮的効果をもたらした。これらの訴訟によって火をつけられた「スパイ・マニア」の空気と政府高官の物議をかもす発言は、この国での市民社会の健全な発展にとって障害である。

［中略］

当委員会は…欧州評議会の全加盟国に対し、一般に受け入れられた職業慣行に従事する科学者、ジャーナリスト、法律家を起訴することを止め、既に制裁を受けた人々の名誉を回復することを勧める。とくに、ロシア連邦の管轄当局に対し、スチャーギン氏、ダニロフ氏、トレパシュキン氏を速やかに解放し、当面の間、彼らに適切な医療を施すことを訴える。」

言及した訴訟について、報告書は以下のPACE決議を示した。

10.4.　審理は迅速でなければならず、長期の審理前拘留は避けなければならない。

10.5.　裁判所は、次の点を中心にして検察側と弁護側の間における武器対等の原則に格別の注意を払いつつ、公正な裁判の確保に気を配るべきである。

10.5.1.　関連情報の秘密の性質について裁判所に助言する専門家の人選に際しては、弁護側の意見を十分に取り入れるべきである。

10.5.2.　専門家は高いレベルの専門的能力を有するべきであり、諜報機関から独立しているべきである。

10.5.3.　弁護側は、陪審団の前で専門家に質問し、他の管轄区域からの専門家を含め弁護側により指名された専門家を通じて、専門家の証言に異議を申し立てることを許されるべきである。

10.6.　審理の公正性に対する公衆の信頼を高めるため、審理を可能な限り開放的かつ透明なものとすべきであり、せめて判決だけは公表すべきである。

10.7.　裁判所の独立性が欠如しているという印象を避けるため、裁判官と陪審員の交代は、非常に例外的で厳密に定められた状況においてのみ許可すべきである。

10.8.　漏えいされた情報がすでに社会の共有財産であるかどうかという問題は、陪審団が決定する事実の問題とすべきであり、陪審団から肯定的な答えがあれば、裁判官は常に無罪放免を命ずるべきである。

11.　総会は、スチャーギン氏やダニロフ氏の訴訟も含むロシア連邦における人目を引く多くのスパイ訴訟で、上記の原則（第10項）が守られていなかったという有力な兆候があると考えており、また、言い渡された実刑判決（それぞれ14年と15年）は、とにかく他の欧州評議会加盟国の慣行に見合っていないと考えている。とくにあげるべきは以下である。

11.1.　以前のニキティン氏、パスコ氏（決議1354号（2003年）を参照）、モイセーイェフ氏の訴訟におけると同様、スチャーギン氏とダニロフ氏の訴訟手続きに長い年月が費やされ、被告はそのほとんどを拘置所で過ごし、その間FSB（連邦保安庁）は刑事捜査を行った。

11.2.　十分な理由が示されることなく、判事と陪審員が何度も変わった。

11.3.　弁護側は、関連情報の秘密の性質について助言する専門家に対し、陪審員団の前で異議を申し立てることができなかった。

11.4.　専門家の何人かは、必要な独立性を欠いていたようである。

11.5.　審理に開放性が欠けていた。ダニロフ訴訟では、判決そのものさえも秘密であった。数件の訴訟では、刑事制裁を課す根拠として裁判所が頼ったものが秘密判決（No 055-96）であったように思われる。

以上にあげた事例は、ホドルコフスキー事件全体を覆う欠陥のある検察と司法のプロセスと共通する問題を映しだしている。実際、ホドルコフスキー氏はロシア国の増大する政治囚グループに属しており、このグループにとって、刑務所からの釈放が引き続く虐待からの最低限のあるべき救済措置である。

アムネスティ・インターナショナル

2005年4月11日、アムネスティ・インターナショナルは公式声明を発表
し、「ユコス社の前社長、ミハイル・ホドルコフスキー、およびユコス社に関係するその他の人々の逮捕と起訴には重大な政治的背景がある」と指摘した。

アムネスティはさらに、次のように言明した：

「アムネスティ・インターナショナルが表明した懸念事項は、ホドルコフスキーとプラトン・レベデフの訴訟における依頼人・弁護士間のアクセスと連絡に対する干渉、とくにアレクセイ・ピチューギンの訴訟における裁判所訴訟手続きの閉鎖的性格、捜査と審理の段階でのミハイル・ホドルコフスキーとプラトン・レベデフの捜査隔離刑務所での継続的拘留（中略）、プラトン・レベデフ、アレクセイ・ピチューギン、スベトラーナ・バクミナの訴訟における医療措置の不足の疑い、アレクセイ・ピチューギンとスベトラーナ・バクミナの拘留中の虐待についての申立て、アレクセイ・ピチューギンのレフォートヴォでの拘留、連邦治安機関の管轄下にある拘留施設（中略）などである。」

その上で、この状況はロシア司法制度の独立性がどのような状態にあるかを一般的に示していると指摘し、次のように述べる。「これらの訴訟に存在する懸念事項は、司法の独立性、有能な弁護士へのアクセス、拘留の条件、自白を引き出すための拷問や虐待に関連する、ロシア連邦の刑事訴訟システムが抱える広い問題を示している。」

アムネスティは、さらに次のように結論する：「もちろんのこと、これらの人々の起訴が、結果として、ロシアにおける表現の自由と政治的多元主義に「萎縮的」効果を及ぼしたことをロシアの人権グループは指摘している。」

G8基準順守の評価

2006年1月、ロンドンの外交政策センターが「スポットライトを浴びるロシア：G8得点表」と題するロシアについての報告書を発表した。
　ロシアにおける法の支配の状況について、この報告書は次のように述べている。

「法執行の腐敗と司法に対する政治の圧力は、ロシアの指導者たちの民衆に対する説明責任の衰退をめぐる不安を巻き起こした。人目を引くような、またはクレムリンが指示する訴訟においては、行政機関が判決を左右しているように思われた。

（中略）

法執行と司法手続きにおいて大規模な改革があった。しかし、ユコス社の前社長、ミハイル・ホドルコフスキーの投獄は、司法制度の恣意的な運用をめぐる多くの懸念を巻き起こした。

（中略）

ミハイル・ホドルコフスキーの裁判は政治的動機によるものと広く受け取られ、検察による不正行為の疑いは司法の独立性と投資・税法の選択的適用について疑問を呼び覚ました。」

この報告書は、司法の独立性を尊重し、欧州人権条約その他の国際文書で宣言された原則に従うことはロシアにとって緊急事であると主張している。

8. クレムリンのアジェンダ

改革の後退と垂直的権力構造の統合

1991年の大晦日の真夜中、ソビエト連邦の旗がクレムリン宮殿の頂上にあるポールから引き下ろされ、ロシアの三色旗に置き換えられた。ミハイル・ゴルバチョフのグラスノスチとペレストロイカの改革が結果的に1991年夏のクーデターの失敗を引き起こし、その後、ボリス・エリツィンがソビエト連邦の解体とその後継としてのロシアの勃興につながる民衆の支持の波に乗った。ロシアは速やかに、世界の工業化民主主義国をモデルとした新しい国の建設へと大幅な前進を遂げた。

ある観察者が述べたとおり、ロシアが試みたことは、「一時に、帝国を解体し、経済的奇跡を実現し、道徳的、経済的環境を転換し、古くからある国境その他の紛争に決着をつけ、文化を蘇らせること」
であった。これらの膨大な課題を前にして、第一の優先事項は新憲法であった。

1993年に導入されたロシア連邦憲法は、新時代の土台を固めた。憲法第1条はロシア連邦を「法が支配する民主的国家」として定めている。第2条は、個人およびその権利と自由に最高の価値が与えられ、国には、それらの権利と自由を認め、尊重し、守る義務があると宣言している。第8条は、経済活動の競争と自由に対する国の支持を保証している。第10条は、国の権力を立法、行政、司法の間に分割し、各部門にその権力を独立に行使させることを求めている。第15条では、憲法に法律として最高の効力と直接的影響力が与えられている。国際法とロシア連邦の国際条約の一般に認められた原則と規範がロシアの法体系に統合され、国際条約のルールがロシアの国内法と矛盾する場合には、前者が優先される。第19条は、法律と裁判所の前ですべての人が平等であることを保証している。第29条は、言論の自由とマスメディアの自由を保証している。第34、35条は、企業家の自由と私的所有の権利を保証している。第46条は、権利と自由が法律による保護を受けると規定し、さらに、国内での法的保護による救済が枯渇した場合には、人権と自由の保護に関係する国際機関に申請することができることを確約している。第48条は弁護士による弁護の権利を定め、第123条は、訴訟手続きは、どの裁判所においても当事者対立原則と当事者の平等をベースとして行われなければならないと定めている。

無罪の推定は第49条に定められている。第50条は、法律に違反して入手した情報を裁判所が採用することを禁じている。第54条は、責任を規定するか重くする法律は遡及的効力を持ちえず、遂行時に法律違反として認識されていなかった行動については何人も責任を問われないと定めている。

1993年憲法が根付き始めると、次の優先課題は、古い、信用を失った政治・法律機関を新しい、より合理的な後継機関で置き換えることであった。
　民営化と市場ベース経済の発展に向けて枠組みを構築するため、法律が必要ベースで速やかに導入された。同時に、この国の一流の法律専門家が、大陸欧州の伝統を参考にしながらロシア連邦の新しい民法を入念に作り上げていった。1994年から2001年にかけて段階的に導入された民法は、国の「経済憲法」
として広く歓迎された。1993年憲法とともに、この民法はロシア経済に革命をもたらし、国の巨大な市場潜在力に火を付けた。これら大きな基本的法律を源として、刑法、労働法、土地法、税法、民事訴訟法、刑事訴訟法などといった他の法律が雪崩のように次々と誕生した。

こうした法律は、市民の自由や財産権の法的保護が伝統的に弱いという背景に抗して施行された。歴史的に、法と秩序を維持し共同体を守るために国の特権が優先されていた。そうした目的のためには、目指す結果を達成することの方が達成するプロセスよりも重要であるという伝統があった。
　しかし新しいロシアは、ボリシェビキの過去、つまり、警察の監視、脅迫とテロ、「電話正義」、刑事告発された人間についての有罪の推定、政治的反対者の投獄によって特徴付けられる過去に背を向けることになった。それは確かに困難な移行であったが、新しいロシアは決然として近代的な西側の規範に忠実になることを支持した。「民主主義の認定証」
を追い求めて、ロシアは1992年に欧州評議会への加盟を申請し、1996年に加盟を果たした。1998年、ロシアは 欧州人権条約を批准した。これらを始めとする広範囲の文書と活動を通じて、ロシアとその二国間および多国間のパートナーの相互協力は、いくつかの分野で緊密になった。

しかし、機能する法に基づく民主主義国家が自然発生的に根付くと期待することはできないであろう。法的枠組みの中の必然的ギャップから生ずる問題は、必要な経験と政策指針を欠いた官僚組織によって悪化するばかりであった。ロシアの共産主義後の改革が始まった時点から、多くの難題が移行過程の成功を脅かした。広範囲の経済的困難から民族政治的不安定性に至るまで、権力の統合を正当化する論拠が急速に浮上してきた。ボリス・エリツィンの大統領職は彼の個人的権威の上に築かれ、政府の他の部局や、法の支配を強化するために役立ったかもしれない議会や政党など他の政治機構を損なった。
　エリツィン大統領のもとで、ロシアは統治の危機に遭遇した。
　権力の座についた人々は、大統領を取り巻く人々も含め、個人的蓄財と自己保身に汲々とした。蔓延した政府の腐敗は、実際上すべての企業家活動に直接的および間接的に影響を及ぼす、悲しい現実になった。

1993年9月、権力を統合して改革を実施しようとする努力への反対に遭遇し、エリツィン大統領は憲法に違反して議会の解散を命令した。議員はこの命令を拒絶して、大統領を弾劾する動きに出た。憲法上の危機が続き、1917年のボリシェビキ革命以来の血生臭い衝突がモスクワ市街で発生した。軍隊と治安の指導部はエリツィン大統領に味方し、議会の建物を攻撃して選ばれた代表たちを追い出した。その結果、エリツィン大統領は命令によって支配し、忠実でないと思われる官僚を追い出すとともに前の議会の指導者たちを告発した。新しい議会選挙が1993年12月に行われ、ロシア連邦の新しい憲法が年末までに施行された。

弱く舵取りのいない体制を背景にして、ウラジミール・プーチン大統領が1999年末、積極的改革を行うという約束の上で政権の座についた。「覇権主義的大統領」がロシア統治のあらゆる制度的取り決めの核にあり、すべての政治プロセスとその結果を、あからさまに支配しないまでも威圧した。
　この覇権が、隅に追いやられた議会、口を封じられたメディア、押しつけがましくコントロールされたビジネス社会をもたらした「管理された民主主義」のシステムを今日動かしている。プーチン大統領の支配下で、ますます多くの元諜報機関員や軍将校（シロヴィキとして知られている）が幅を利かし、行政部門のリベラルなグループのメンバーを押しのける、ということが始まっている。

プーチン大統領は「法律の独裁」を宣言して、「法律がなく、したがって弱い国家では、人間は無防備であり自由でない。国が強いほど個人は自由である」と述べた。
　「法律の独裁」は、それまでの何年間かの無法状態に対する解毒剤として、また、その権力と影響力でクレムリンを脅したビジネス・リーダーを抑える手段として人々に支持された。クレムリンが先ず標的にした知名度の高い人物はボリス・ベレゾフスキーとウラジミール・グジンスキーであり、話題になったこの2人は、そのメディア利権に対する容赦のない国家的キャンペーンの後、強制的に追放された。彼らは、他の有力な起業家にとって、行政は自らの権威に対する挑戦を許さないという警告となった。

プーチン政権は同時に、国家機構の大規模再編成に取り掛かった。国の89の地域が7つの連邦地区に分けられ、各連邦地区に大統領の代表が任命された。89の地域の選挙で選ばれた長は、議会上院と連邦評議会への自動的任命も含め、相当な権力と特権を失った。この権力のリバランスを通じて中央権力が大幅に再強化され、将軍その他のシロヴィキが新しい連邦地区のポストの大半に任命された。

これと並行して代替的な機構改革が始まり、これは経済開発・貿易省大臣ゲルマン・グレフが大部分を指導した。グレフは、行き過ぎた国家規制を終わらせ連邦機関が有する行政権の重複を制限することによって民間ビジネスへの国家の干渉を減らしながら、自己制御型の経済を発展させなければならないと宣言した。
　他方、ミハイル・カシアノフ首相は改革を指導し、国とその機関にレフェリーとプレイヤーの二役を演じさせないようにすることを目指した。
　大規模な変更によって国家機構が合理的で簡素なものとなった。

ロシアの裁判所は追加的な改革の課題を提示した。ソビエト時代、裁判所は伝統的に、KGB、内務省、検察局をも含む犯罪取り締まりチェーンの管理メカニズムとして利用されていた。
　権力の分立は不在であったし、官僚による裁判所の「管理」が訴訟手続きのあらゆるレベルとあらゆる段階で行われた。
　エリツィン時代にも裁判所の機能を改善する努力は少しずつなされたが、裁判所の改革を優先事項にしたのはプーチン政権であった。

プーチン大統領は、一緒にサンクト・ペテルブルグ市の行政に携わったことのあるリベラル派法学者、ドミトリ・コザックを指名して、裁判所の見直しを指揮させた。数年かけて実施されたコザックの改革は、資金の大幅な拡大、裁判所運営に対する独立した司法の支配、裁判官と法廷のセキュリティー強化、コンピュータ化、説明責任と透明性の強化を内容としていた。自分自身、法律の教育を受けたプーチン大統領は、裁判所改革の論拠を多くの機会をとらえて詳しく述べた。大統領の表明は、既存システムの弱点と改革開始の緊急性を彼が認識していることを証明していた。

行政改革と裁判所改革のためのプーチン大統領のプログラムは、行政権力の統合と並行して実施されてきた。行政改革は、しっかり組織された機構と専門的訓練を受けた忠実な公職部隊によって強化されるものであるため、行政部門の利益に直接奉仕した。他方で、裁判所改革に向けた邁進は、広くみられるプーチン政権の独裁的傾向と矛盾するように思われた。司法の機能と評判に対する政治主導部の前例のない関心は、法律の効果的施行において裁判所が果たしうる重要な役割を認識していたということに、ある程度動機付けられていた。効率の効果的施行は、安定した経済と有利な投資環境を意味した。
　プーチン大統領は、裁判所に対する信頼性を強化することが現在必要であると述べ、「裁判官の専門的スキルを強化し裁判を透明なものにすることによって、裁判所の法律的および財政的な独立性と公平性という原則を常に適用」しなければならないと宣言した。
　彼は、「とくに、交渉を通じた審理前と審理での紛争解決および裁判所外の紛争解決において、世界で賞賛されている方法を広く適用」しなければならないとも付言した。

プーチン大統領は同時に、最高仲裁裁判所の首席裁判官を任命した。この新しい首席裁判官、アントン・イワノフは1965年生まれであり、裁判官としての経験がなかった。彼は、ホドルコフスキー氏およびユコス社としばしば反目しあう、国家統制下にある巨大企業の子会社、ガスプロム－メディアから司法の世界に入った。この任命プロセスは、最高仲裁裁判所の経験を積み高い評価を得ている裁判官の総意を無視して、比較的経験の浅いイワノフ氏に味方しているように思われた。それにもかかわらず、プーチン大統領は最近、「裁判所システムが腐敗していると考える人々がロシア社会の中にまだいるなら、この国では有効な裁判システムについて語ることができない」と述べた。

国家による裁判所の継続的操作という現実を前にしてのこうした発言は、ロシアで二重国家が出現し定着しているという不吉な前兆であり、上述したアーネスト・フレンケルの理論と一致している。一方で、裁判所は規範的国家の目標に奉仕することになる。しかし他方で、特権的国家が究極的にその支配を維持する。

この二重国家の内部では、プーチン大統領政権のリベラル派がシロヴィキとどこまで平衡関係にあるのかが、最近まで不明であった。シロヴィキの影響力増大によって改革が逆行しているという証拠があるものの、プーチン大統領を「疑わしきは無罪」と見なす傾向が多くの西側指導者の間にあった。いくつかのケースで、西側指導者たちは友好的外交を軸に、つまり友好的関係を通じた共通の価値と利益の浸透に期待しながら行動してきた。その他のケースでは、エネルギー供給やテロに対する戦いなどの地政学的関心事が、ロシア国内での出来事についての懸念を打ち消している。

ロシア連邦憲法裁判所の初代の、そして現在の長官であるワレリー・ゾリキンは、「収賄裁判所がロシア最大の腐敗した市場の1つになった。調査結果によると、裁判所は企業からの堕落した攻撃に対して非常に脆弱である」と述べている。そしてさらに、「ロシアでは、包括的な法改正を抜きにして裁判所改革の一層の進展を考えることはできない。これは自信をもって言えることだが、法改正を後押しなければ他の改革は早々に減速してしまう」と述べた。

ロシア刑事裁判の指導的な権威者であるピーター・ソロモン教授は、「政策の革新に対する抵抗は政策変更の通常の部分であるが、改革を台無しにするほどに極端であれば、反改革として理解してもよい」と述べた。

2003年の初頭、国家に対する犯罪を申し立てる訴訟に陪審員が関与することになった。陪審員の考え方は予測できないという認識のため、連邦保安庁（FSB）
が介入した。2000年2月、国家に対する犯罪を申し立てる訴訟を陪審員による裁定から除外する提案が出された。このために刑事訴訟法の改定が必要であったが、それがなされず、FSBは陪審員とそうした審理を統括する裁判官の選定に影響力を行使するプロセスを開始した。

ホドルコフスキー氏に対する刑事手続きで多くの予備申し立てが扱われたモスクワのバスマニー地区裁判所は、検事総長から厳密なコントロールを受けている。
　ホドルコフスキー氏の抗告が行われたモスクワ市裁判所（Mosgorsud）は、実質的に政治的性格の裁判の場合はとくに、行政府から強い影響を受けている。Mosgorsudは、予算の一部をモスクワ市に頼っている。この裁判所で権力を持つ裁判所長、オルガ・イェゴロバはプーチン大統領により任命され、行政府と検事当局の両方から強い影響を受けている。

現状況下にあるロシアの裁判所は、明らかに外部の影響に依然として従属している。そうした裁判外の圧力にさらされる裁判官は、圧力をかける当事者に有利な判決を下すための手段を見つけだすように強制されることがしばしばである。結果として、ロシアの裁判所は公平から程遠いとロシアの内外を問わず広く考えられており、これは大きな政治的または金銭的な利害関係が絡む訴訟ではとくに著しい。ホドルコフスキー氏とユコス社に対するキャンペーンを取り巻く状況は、これらの観察と明らかに合致する。

ホドルコフスキー訴訟では、国の特権の濫用があまりにひどいため、西側の指導者たちはクレムリンの優先事項についての考え方を改めざるをえなくなった。大統領府のリベラル派は隅に追いやられた。2003年までに、シロヴィキが、国家権力のチェックとバランスによって守られていないシステムで政権を支配するようになった。西側のある著名な観察者によると、「ロシアのインサイダーが口を揃えて言うことは、クレムリンは今日、かつてないほど広く腐敗しているということである」。

実際、シロヴィキは、クレムリン内の改革者たちを隅に追いやり裁判所を支配することにとどまらず、積極的に「垂直的権力構造」を統合する動きに出た。これは、通常の市場に基づく民主主義の根底にある権力分立の対極である。シロヴィキは地域の選挙を排除してしまい、知事は今やクレムリンによって任命される。彼らは出版の自由という最後の大きな砦を買い占め支配しており、ほとんどの国内メディアを宣伝の道具にしてしまった。また、NGOに対して厳格な規則を課し、その多くを活動の縮小または停止に追い込んだ。裁判所から議会、メディア、市民社会に至るまで、意味のある形で発展することを許された独立の権力中枢は存在しなくなった。

クレムリンはあらゆる権力を固く握りしめて、古典的独裁政治に特徴的な免責の文化を築き上げた。免責と腐敗は最上層部に蔓延し、大した影響がなくて済むのであれば法律を軽視しろという合図を、この国のその他の人々に発信した。腐敗がウィルスのように広く蔓延し、法律への信頼がなくなったのは、ともに垂直的権力構造とそれが引き起こす悪用の結果である。

2006年と2007年の一連の出来事は、法の支配におけるクレムリンの評判をさらに傷つけた。ロシアに利害関係を有する外国エネルギー大手企業を裏切り、貿易パートナーをいじめることによって、クレムリンはビジネス・パートナーとしての信頼性を大きく損なったのであり、それは、相手がウクライナ、ベラルーシ、グルジア、ポーランド、欧州同盟のいずれであるかを問わない。この特権国家はまた、グルジア市民に対する外国嫌いで反憲法的な一斉検挙と国外退去によって手の内を見せ、様々な規制上の口実を使ってグルジア市民の所有するビジネスの閉鎖を強制した。他方で、アンドレイ・コズロフ、アンナ・ポリツコフスカヤ、アレクサンダー・リトビネンコの殺害はすべて、ロシアで無法状態が拡大しつつあることを示す新たな前触れである。

法制度の手段化：二重国家

エルンスト・フレンケルは、1939年に米国に移住したドイツの弁護士であり政治理論家である。1941年、「二重国家」を刊行し、その中で独裁国家内における法律尊重主義と非リベラルな政治体制の共存を描いた。
　1930年代のドイツを引き合いに出しながら、明確に詳述された法的規範に従って統治される合理的国家として定義された「規範的国家」と、権力を自由裁量で行使し法律によるチェックを受けない国家として定義された「特権国家」の組合せとして政治システムを描いた。「政治権力がその力を行使しない限りにおいて、私的生活と公的生活は伝統的に行き渡っているか新しく立法化された法律によって規制されている」とはいえ、法制度全体が政治権力の意のままになる道具になっていた。
　規範的国家は資本主義の安定性の前提条件として維持され、他方、特権国家の共存は敵および予測される脅威を排除または中和する能力を維持した。フレンケルは、規範的国家の主唱者と強大化する権威主義の主唱者の間の摩擦が1930年代を通じて高じていったと指摘した。

二重国家についてのフレンケルの分析は、特権国家が民意をいかにして押さえつけたかということも説明している。二重国家の狡猾な側面は「その真の顔を覆い隠す」
ことによって成長するのであり、したがって公の議論は制限されなければならない。フレンケルは司法手続きの記録を参照して、特権国家の忍び寄る支配を証明した。彼の分析は、特権国家は、目的を都合よく達成するためにその力を行使して特定の裁判を処理するということが時々あったとはいえ、裁判所は「資本家秩序」の維持を確保する責任を負っていたことを証明した。特権国家は、企業家的な自由、契約の不可侵性、私有財産権、競争を確保するために裁判所が必要であることを受け入れていたが、しかしこれは、裁判所または法律が不可侵であることを意味しなかった。実際、フレンケルによると、法律の不可侵性の廃止は特権国家の主要な特徴であった。

フレンケルの二重国家理論は今日のロシアの状況に当てはまるかもしれない。

二重国家の悪質性は、規範的国家の秩序と進歩によって特権国家の悪用を覆い隠すその能力に存在する。最近まで、共産主義後のロシアの外部観察者には、規範的国家の構築でなされた大幅な前進から、正に特権国家の存在を覆い隠す民主主義や法の支配についての繰り返される公式声明に至るまで、改革の肯定的要素に注意を集中させる傾向があったかもしれない。

しかし、ホドルコフスキー訴訟は大きな警報ベルだったのであり、特権国家がロシアに実際存在することを警告した。この特権国家は、近年築かれた合法的な機関の裏にその素顔を隠しながら、物事を意のままにコントロールする力を持っている。ホドルコフスキー訴訟とその背後にある動機を調べると、権力の並外れた悪用と法に対する軽視があらわになるのであり、この法に対する軽視は、ロシアが法の支配の構築を目指して近年達成してきた進歩を根底から台無しにしてしまった。

この理論を参照することなく、多くの解説者が、経済政策や没収された主要資産をめぐるクレムリン内の党派間の内輪もめについて論じてきた。多くの人がホドルコフスキー訴訟に劇的な影響を及ぼしたと考えている、この複雑な内輪もめは、ユコス社資産が没収され、国に雇用されながらガスプロムにも雇用されていた官僚と、国のために働きながらロスネフチにも雇用されている他の官僚の間で内輪もめがあると伝えられるに及び、突然公衆の前に姿を現した。ロシアの政治と経済におけるこの権力構造は、今日のロシアにおける権威主義が持つ特異な性格を説明している。国家の政策は、権力の座についた人々と彼らが連携する国有企業の競合する利益によって推進される。

二重国家の説明は、ガスプロムとロスネフチの上級幹部と取締役会がどちらもクレムリンのシロヴィキ派メンバーによって占められている国家コーポラティズムを前提にすると、完全に適切なものとなる。政治的推進力と商業的推進力のこの混合物は、国家機関の官僚的で政治的な活動を通じた、クレムリンによるエネルギー目標のひたむきな追究に反映されてきた。環境法規を利用して、サハリンに対する外国主導のエネルギー利権に支配的持ち分を獲得しようという行動は、その一例に過ぎない。政治的強硬姿勢と腐敗した中間企業を通じた経済的甘味料の混ぜ合わせを使いながら、ウクライナとベラルーシへのパイプラインを止めるという、エネルギー・インフラをゆすり取るような最近の動きは、二重国家の症状が高じつつあることを証明している。

クレムリンの権力のツールとしてのロシアの国有エネルギー企業

ホドルコフスキー訴訟に続く出来事は、この事件が孤立した出来事ではなく、国内の反対意見を押しつぶしロシアの民営化されたエネルギー部門を再び国家支配のもとに置こうとする戦略的計画を実施に移す重要な瞬間であったことを明らかにしている。これらの目標は、行政機関内の腐敗した要素によって、国家権力というテコに対する支配権の広範な悪用を通じて達成された。ロシアの裁判所と税法を不当に利用することによって、彼らはホドルコフスキー氏を押しつぶしユコス社を再国有化しただけでなく、彼ら自身の新しい富の帝国を築くことに成功した。他方、監獄に閉じ込められたホドルコフスキー氏は政治囚でありエネルギーの人質であって、その引き続く監禁は、ロシアのエネルギー資源に対するクレムリンの絶対的支配にあえて挑戦する可能性のある、ロシアや外国のエネルギー会社幹部あるいは外国政府にとって意図的で残酷な合図である。

地位の高い官僚や検事を使って、税金、環境法規、破産法を国有企業の商業目的を達成する手段として利用するということは、今や広く理解された戦術である。OECDの分析が支持するとおり、ユコス社訴訟で採用された戦術は一回限りのものでは決してなく、本質的に組織的なものになった。

政治的に仕組まれた反ホドルコフスキー・キャンペーンは、裕福で影響力のある資産家たちがロシアに登場したことを明らかにしている。彼らはプーチン大統領の側近の中で動き回っている。個人の権利を国が強奪するというロシアの長い伝統に従って、大統領側近はエネルギー産業に対する支配を強化し、国内または外国の規範が行く手に立ちふさがることを許さない。彼らはその目標を達成するために、権限と権力を持つ国家機関へのアクセスを悪用した。彼らは今日のロシアにおける特権国家の顔である。

ドミトリ・メドベーデフは2002年以来、ガスプロムの取締役会会長である。2003年から2005年にかけて、同時にクレムリンの大統領府長官を務め、2005年後半から第一副首相を兼務している。彼とガスプロム経営委員会会長、ミラー氏の2人は、同社の最も影響力のある人物であり、クレムリンの中からとてつもない影響力を行使している。「エコノミスト」が指摘するとおり、「多くの観察者は、ガスプロムは果たして会社なのだろうかと疑問に思っている。むしろ、国家の一部門のように見えることがしばしばである」。
　ロスネフチでは、イゴール・セチンが取締役会会長であり、また大統領府副長官でもある。

セチン氏はクレムリンの中でシロヴィキ・グループを指導している。これら3人の権力を持った人間は、1990年代の民営化を逆戻りさせ、クレムリンの支配を超えて影響力を行使した独立のビジネス・リーダーたちを追い払うことに成功した。
　彼らはまた、大統領府のリベラル派を隅に追いやった。すでに述べたとおり、2005年12月、評判の高い大統領経済顧問、アンドレイ・イラリオーノフはクレムリンの政策に抗議して辞職し、「ロシアにはもはや自由な経済活動の場が残っていない」
と発言した。2006年1月、イラリオーノフは、ロシアは「法人型国家になってしまった。国家は、それ自身の中にいる仲間の利益に先ず気を配り、アウトサイダーを差別している」
と発言した。

これらの「新しい新興財閥」にとって、政治権力に近いということが権勢の前提条件であった。彼らの目標は公平な競技場では達成されえず、そのため彼らは、検事総長から税務警察、裁判官、さらにはマスメディアに至るまで、国家の権限と権力を有する機関への支配権を悪用する。彼ら行使する権力は、外の世界にとっては大きなリスクの源である。今日、ロシアは世界最大の天然ガス輸出国である。2006年半ば以降、ロシアはサウジアラビアを追い越して、世界最大の石油輸出国になった。ある観察者が述べたとおり、主要経済国は「ロシアの天然ガス・石油輸出への依存を強め、独裁的で帝国主義的な国の野心に対して脆弱になっていく。ロシアはエネルギーを地政学的武器として利用することを止めておらず、国内の政治的反対者と近隣諸国の両方に非情な仕打ちをしてきたのだ」。
　実際、「燃料外交」は地政学的局面でロシアの影響力を行使する主要なテコになった。

この影響力は、ガスプロムがドイツの前首相、ゲルハルト・シュレーダーを47億ドルのノルト・ストリーム・パイプラインの監督委員会に座長として迎え入れたことを見ればすぐに分かる。ドイツの選挙の10日前に調印された、このパイプライン取引は、2010年までにバルチック海の海底ルートを経由してロシアからドイツまでガスを直接輸送できるようにするものである。他の西欧諸国は、最終的にドイツの供給ルートから供給を受ける。するとロシアは、欧州の供給に直接影響を与えることなく、ウクライナ、中央ヨーロッパ、バルチック海諸国へのガスを止めることができるようになるであろう。
　驚くまでもなく、ロシアにおける政治的権利の段階的な後退を無視し、モスクワがその行動を改めるように西側が団結して圧力をかける試みをとん挫させるということを、7年にわたり一貫して行ってきたのはシュレーダー氏であった。

むしろシュレーダー氏は、ドイツのロシアとの商業的および政治的な結びつきを深めることにのみ力を入れてきた。ロシアの体制が逆行していることをシュレーダー氏が全く批判しないということは、彼がクレムリンによってどれだけ巧みに選ばれたかを証明している。他方、シュレーダー氏の日和見主義は、外国の懸念と批判をそらすことに関するクレムリンの非妥協的態度を強調しただけであった。

シュレーダー氏の下にあったドイツほどには成功しなかったものの、他の西側諸国政府も、世界エネルギー市場におけるロシアの新しく発見された影響力のために、ロシアを受け入れざるをえなかった。ユコス社事件に対する西側諸国政府の反応が控え目であったことは、パイプライン・プロジェクト、液化天然ガスの輸入、その他エネルギーに基づく問題のいずれにおいてであれ、ロシアに逆らうことへの恐怖によってある程度説明できる。この「普段どおりのビジネス」という方針は、規範的国家を正当化し、特権国家の存在を隠蔽し、したがってユコス社事件の加害者を支持している。

例えば、長い間、反対のことを約束していたにもかかわらず、ガスプロムが、シュトックマン・ガス田の何十億ドルにも上る開発に潜在的パートナーとして最終候補に残った外国のエネルギー大手企業をすべて締め出すという大胆不敵な決定を下したという、2006年7月の発表を取り上げてみよう。ガスプロムの動きは、ビジネスの見地から見れば馬鹿げているが、エネルギーを政治化する用意がクレムリンにあるという明らかな証拠であった。シュトックマン開発は、ロシア政府と取引するとき、ビジネス・センスが政治的な気まぐれや計画より優先するだろうと想定することが、容認し難いほどハイ・リスクであることを証明している。

クレムリンの地政学的な図々しさは、2006年1月のウクライナへのガス供給停止と、2007年1月のベラルーシへの石油供給停止でも表面化した。どちらの出来事も、商業的目標のみならず政治的目標を達成するためにエネルギー瀬戸際政策を採用する用意がクレムリンにあることを示した。

新しいエネルギー超大国として、クレムリンは国内であれ外国であれエネルギー企業との非対称な関係の利点を享受し、悪用することに慣れた。

オイルダラーの自信にあおられたクレムリンの瀬戸際政策に遭遇して、外国の政治リーダーとビジネス・リーダーは戦略的対応を欠いていた。彼らは今や、ロシアにおける法の支配に対する原則に基づく確約をより力強く唱導し、現体制の規範となった法律に対して気まぐれな態度をとった場合のコストと結果を明らかにしなければならない。

ホドルコフスキー氏の投獄とユコス社の没収を必要としたのは、今日のクレムリンの非市場志向的な国家コーポラティズムである。ホドルコフスキー氏を投獄しユコス社を没収することによって、クレムリンはエネルギー部門から競合相手を一掃した。誰も競合するパイプラインを敷設しない。誰もガスプロムの解散を提唱しない。誰も国有企業に嫌われる企業統治や透明性を推進しない。これらのクレムリンの行動のコストはますます明瞭になりつつあり、それは、国家資源の誤った管理やエネルギー生産の拡大鈍化から、頼みの綱であるエネルギー供給者の政治的安定性が権力にしがみつく腐敗した一団に依存しているというリスクにまで及ぶ。

不正の輸出－外国の裁判所を悪用しようというクレムリンの試み

ホドルコフスキーに対する訴訟の間とその後、ロシアは数カ国に対し起訴に関連する法的支援の要請を提出した。

オランダの当局は2004年と2005年に、いくつかのオランダ企業に関する財務と管理の文書、ならびにそれらの企業の経営陣に対する面談ノートを様々な調査と押収に従って取得し、送付するように要請された。

さらに、ロシア当局はイギリスに対し、ホドルコフスキー氏と共に起訴された人間を引き渡すように要請した。この要請は、ロンドンのバウ・ストリート下位裁判所の上級地区裁判官、ティモシー・ワークマン閣下により拒絶された。同裁判官は、それらのともに起訴された人間を待ち受ける裁判は、ホドルコフスキー氏に対するものと同様に政治的動機によるものであると主張した。

この判断は、ホドルコフスキー氏と共に起訴された2人の仲間、ドミトリ・マルエフとナタリヤ・チェルニシェバに対する逃亡犯罪人引渡し裁判で下された。ワークマン裁判官は、「ホドルコフスキー氏はプーチン氏の強力な政治的反対者として見られていたのであり」、「ホドルコフスキー氏の起訴が政治的動機によるものである可能性の方が高く」
、結局のところ「この特定の裁判について、その政治的動機があまりに強いため、モスクワ市裁判所の裁判官が彼らの独立性について疑問を呼び起こすような方法で政治的干渉に負けるという大きなリスクがあると私は確信している」と言明した。
　さらに、この判断は、「これら2人の被告の公正な裁判は彼らの政治的意見と彼らに関係する人々の意見による偏見にさらされる可能性が高い」との考えを示した。これらの見解は、やはりバウ・ストリート下位裁判所で行われた2005年12月23日のロシア連邦対テメルコの裁判における裁定で補強された。
　ロシアの逃亡犯罪人引渡し要請は、今度はホドルコフスキー氏の2番目の部下であるアレクサンダー・テメルコに関してのものであったが、英国の裁判官は、彼に対する刑事訴訟の動機が政治的と考えられるという理由で、その要請を再び拒絶した。

2006年8月、ロシアは、ユコス社前社長スティーブン・ティード、財務担当取締役ブルース・ミサモア、企業顧問デービッド・ゴッドフレー、およびユコス社の主要株主であるGMLの取締役ティム・オズボーンの刑事訴訟の開始を宣言した。検事総長の事務所は、「上記の人間は資産を違法に着服し」、「財産を横領して浄化し」、ユコス社に「重大な損害を」与えたと宣言した。実体を全く欠き無罪の推定を完全に無視して行われた、これらの犯罪行為の断定は、ユコス社のトップに近い人間を誰であろうと貶めるクレムリンの新たなキャンペーンにおける最初のおおっぴらな攻撃であった。この捜査に関しては利用可能な信頼できる情報がほとんどないため、犯罪として性格付けられた行動は、ユコス社に対する強制破産手続きの開始に対抗してニューヨーク、アムステルダム、モスクワの裁判所で行われた法的措置にもっぱら関連している。しかし、現在の英国の裁判所慣行に従えば、これらの外国の経営者が尋問のためにロシアに引き渡される可能性はほとんどない。外国の裁判所から協力が得られないということは、ロシアの裁判所が最近数年間、とくに政治的に告発されているユコス社事件において、法律と手続きの基本的な規範を無視してきた言語道断のやり方が招いた当然の結果である。

実際、他の諸国の裁判所職員は、民主主義的な憲法国家の基本的な法規範の順守という面で、ロシアの法制度が彼らのものと似ているなどとは考えないはずである。ロシアの裁判所の長い腕が外国に伸びて逃亡犯罪人引渡しや司法協力を要請したら、他の諸国は、その要請を注意深く検討して、断乎とした原則に基づく非難をもって回答する覚悟を持つべきである。

欧州評議会議員総会の2007年1月の報告書は、ロシア連邦における刑事裁判の公正な審理の問題について、この警告に賛成の意を表明した。この報告書は欧州評議会の全加盟国に対し、一般に受け入れられた職業上の慣行に携わる科学者、ジャーナリスト、法律家を起訴することを控え、すでに制裁を受けた人々を復権させるように勧めた。

クレムリンはこれらの新しい起訴に対して外国の裁判所を引き込むことを緊急に迫っている。エンロンとの共通点にどうにか固執できるように資金洗浄を誇張して主張することによってこの実現を目指しているが、これはユコス社に対する攻撃の最近の段階における偽情報キャンペーンの基礎となるものである。

元KGB職員のイギリス市民、アレクサンダー・リトビネンコのロンドンでの毒殺をめぐる2006年末から2007年初頭にかけての大騒ぎに続き、クレムリンは再び、法手続きを政治化する性癖を証明した。クレムリンは、英国の捜査官とメディアの注意を、捜査において最も有望な手がかりと思われるものからそらす数多くの試みを行ったし、なおも行っている。主権の問題に関係する役に立たない主張を伴った、ロシア職員による引き延ばし作戦は、英国の捜査官を失望させ、ロシアの治安機関に結びついた疑惑について疑念を呼び起こすのみであった。ロシア当局はまた、リトビネンコ事件を取り巻く国際的関心を悪用して、ロシア産業の以前のリーダーたちに対する継続的キャンペーンの一環としてクレムリンが精力的に追跡している亡命中の人間が関与している可能性について公に主張している。そうしたこじつけの主張や、それを行う公的な方法は、国際協力の事柄での真の互恵主義に対するロシア当局の期待をさらに損なうだけである。

9. 国際社会の課題

カーネギー・モスクワ・センターのリリア・シェフツォバによると、「ロシアが民主主義の真似をし、西側がパートナーシップの真似をしてそれに応じるというモデルは、廃れてしまった」。それでも多くの世界の政治とビジネスのリーダーたちは、ロシアでまとまりのない競争を続けてきたのであり、ロシアのエネルギー供給へのアクセスを求めて一斉に競争しながら、クレムリンのますます強まる権威主義に対する批判を控えている。他方、政治的動機によるアンナ・ポリトコフスカヤの死刑執行から、グルジア市民に対する外国人嫌いの一斉逮捕や国外追放、サハリンの石油・ガス開発における外国企業の強引な行動に至るまで、ロシアでの劇的な進展状況を全世界が見守っている。

過去数年間、多くの国々が、競争的市場経済、民主主義、法の支配に対する確約からロシアが劇的に後退する様子を、一貫して無視または軽視してきた。もしかすると無意識のうちに、ロシア人と「普段どおりのビジネス」という一般的方針は、クレムリンで権力を統合した腐敗した人々が地歩を固めることに、これらの国々を荷担させたのである。

欧州人権条約の加盟国、欧州評議会のメンバー、全欧安保協力機構の創立メンバー、G8のメンバー、世界貿易機構のメンバー候補としてのロシアの地位にもかかわらず、ホドルコフスキー氏とユコス社に対するキャンペーンが行われてきた、そしてなおも行われている言語道断な方法は、権力の座にある人々が彼らの違法な行動は重大ではないと考えていることを示唆する。

その考えに対して異議申し立てがなされ、ホドルコフスキーの裁判が外国の政府や機関の具体的関心事にならなければ、ロシアの支配層エリートは、つけあがって、政府に対する支配力の強化とロシアのエネルギー資源の政治的利用をさらに進め、競争的市場を脅かすとともに、西欧、日本、中国、米国のエネルギー安全保障を弱体化させることになる。

ロシアの逆行に対する軟弱な対応はロシア指導部内の邪悪な勢力への衝撃的な降伏であり、彼らの好戦的な権威主義を、エネルギー関連での優先的扱いと引き換えに大目に見てやろうという公然たる合図であったのである。これは、ロシア法と国際法をともに繰り返し無視しながら権力を行使することに専念している体制に送る合図として危険である。

ロシアの国際的仲間は、自らの中核的価値をないがしろにしてはならず、それをロシアの指導部との関係を発展させるためのベースラインとしなければならない。

最近の進展は、ロシアで権力の座についた人々についての警告として理解すべきである。外国のビジネスや政治のリーダーの中には、これまで起きたことの重大性を否定したり、忘れたり、割り引いて考えたりする人があまりに多くいる。そういう人の意見によると、ロシアは重要なビジネス・パートナーであり、したがって、クレムリンが強いということは安定的なビジネス関係にとって良いことである、ということになる。

この主張は近視眼的であり、欠陥がある。ロシア経済の中で活動する外国企業にとって、安定した市場条件を確保することは疑いもなく重要である。ロシアからの長期的なエネルギー供給を確保することも重要である。しかし、日和見主義と臆病の混ぜ合わせを通じてそうするのは、長期的に見て正しいアプローチではなく、すでに期待外れに終わりつつある。利己的な日和見主義の時期は過ぎた。

健全で安定したロシア経済が世界の他の国々にもたらすメリットのどれにとっても、ロシアを約束させることが必要である。しかし、この約束は建設的な枠組みの中でなければならず、市場経済、法の支配、民主的プロセスという基本的原則を真に尊重することの上に築かれなければならない。

外国メディアは、批判において外国の政治リーダーよりも率直であった。ウォールストリート・ジャーナルは、妥協しない一貫した方針をロシアに対して採用することを勧め、「権威主義的なロシアは西側世界に居場所がないことをクレムリンに教えなければならない。G8のメンバー、工業化された民主主義国（ロシアはまだそのいずれでもない）のクラブあるいは緊密な軍事的または経済的な関係であることを忘れよ」と主張している。同紙はさらに、西側の利益は「石油の安定供給確保や安定の幻想を超えたものである。そうした利益は、民主主義の基礎を築いて欧州と米国の平和的で信頼できるパートナーになるロシアを含む。現在のところ、ロシアは反対方向に進んでいる」と指摘する。

明らかに、欧州の政治機構、とくに欧州委員会と欧州議会は、ホドルコフスキー氏の逮捕とユコス社資産の押収について懸念を表明することに尻込みする度合いが最も低かった。欧州同盟・ロシア首脳会議と欧州同盟・ロシアパートナーシップ常設協議会の対話の文脈の中の両方で、欧州同盟は、ロシアが法の支配の無差別でバランスのとれた適用を保証することの必要性を繰り返し強調した。欧州委員会は、これらの原則についてロシアの指導部から確約と再確認を得るべく模索し、ホドルコフスキー氏が欧州人権裁判所で開始した法手続きの結果に対する強い関心を表明した。

しかし大部分において、国際社会におけるロシアの仲間は、ホドルコフスキー訴訟について気のない発言以上のことをするのに尻込みをしてきた。しかし、ロシア当局のホドルコフスキー氏とユコス社に対するキャンペーンを純粋にロシア国内の事柄として見なすわけにいかない。このキャンペーンは、ロシアで権威主義を深めるという文脈の中で展開されてきた。ロシアの政治システムは急速に変化しており、ロシアにおける法の支配にとって深刻な影響を与え、人権の保護や外国投資を含む私有財産の法的保証を危険にさらしている。

ロシアで白昼行われる選択的起訴や財産権の侵害の拡大するカタログは、正義の尊厳の信用を失墜させるものであり、これはロシア国内のみならず、ロシアがメンバーであるかメンバーになろうと努力している国際的組織の中でも同様である。

世界の他の国々との提携の枠組み、共有の市場、正義と人権の共有の場所におけるロシアの位置は、基本的な原則が攻撃にさらされたときには、常にどこでも、関係者全員の注意を必要とする。モスクワにおける現行体制の目に余る悪用は、権力の座にいる人々が、自分たちの行動が問題を引き起こさないと考えていることを示す。これが、外部世界との「普段どおりのビジネス」が彼らに教えたことである。

この考えに対抗するため、明らかに無効審理であったものを根拠としてホドルコフスキー氏が釈放されるに値するということを外国の政府と機関が宣言すべきである。そのような宣言をすべきである理由は、ホドルコフスキー氏が明らかに政治的な迫害と不正の犠牲であるからだけでなく、クレムリンが彼を体制への他の反対者に示す注意と警告として利用したように、外国の政府と機関は彼を1つのシンボルとして見なければならないからでもある。ホドルコフスキー氏は、共有する価値と法の支配の順守に拘束された友好的で市場志向の国のグループに真のメンバーとして属しているとロシアが見られるために、ロシアで変えなければならないものを代表している。

ロシアとの新しい関係は、将来の成長、繁栄、安全保障を確保するしっかりした土台の上に、ロシアの中と世界の他の国々の両方で築く必要がある。そうでないと、国際社会は直に、むしろ一層深刻なスケールでトラブルに遭遇し、民主主義と市場経済の出現を引き延ばすことへの決意がむしろさらに希薄な、豊かで傲慢なプーチン後体制が誕生するかもしれない。

10. 結論

ホドルコフスキー訴訟では、国家権力濫用の規模と範囲が、合理的弁護の可能ないかなる特権をも超えている。これは、1人の人間や1つの会社についての訴訟ではない。ホドルコフスキー氏の投獄はロシアの人々にとって、あえてしようとするな、という恐ろしいメッセージであった。あえて新聞の自由を真剣に考えるな、原理のために立ち上がるな、意見を言うな、異議を差し挟むな、反抗して立ち上がるな。あえてするなら、押しつぶされる。鞭に打たれる果てしのない恐怖の中で生活することになる。国家は、批判者を手なづけ、国の自然財産に対する支配を強化するために何でもする。

2005年のホドルコフスキーへの陪審の評決に続く出来事は、起訴を行う権力が、目指す政治的、商業的成果を達成するための手段としてクレムリンの手中にある手段の1選択肢になったということを示している。クレムリンは、荒っぽい威嚇と不正な投獄、没収という絶えざる脅威を通じて大きな影響力を行使する。ロシア連邦憲法の度重なる嘆かわしい違反が近年累積し、ロシアの法制度における憲法の最高性を台無しにしている。その他の多数のロシア法も随意に背かれ、国際的な協定や条約に基づく義務もまた同様である。

逆説的なことであるが、ロシア検事総長によって、手続きと実体の両面であからさまに軽視されてきた法律が、国家による脅迫や支配の行使にとって都合が良い場合には、口実として引き続き役立っている。ユコス社の没収であからさまであった法律の手段化は、サハリンでのゆすりなど、今や別のところで再現されており、信頼性の口実とか外見に対する配慮がますます薄れていくように思われる。強奪は、国家による買収の一方法として定着した。ますます傲慢になったクレムリンは、都合が良ければ法律や道徳上の義務を無視する策略を講じる余地があると計算しており、これは、条約上の義務、またはシュトックマン・ガス開発のような企業ベンチャー、もしくはガスや石油をパイプラインを通じて政治的干渉なしに送る確約など、いずれについてであるかを問わない。

クレムリンは法的機構を国内で悪用するだけでなく、国際的にもそうしようとしてますます熱心に努力している。モスクワは、こちらの希望に譲歩せずにクレムリンを怒らせたり、ロシア国内の事柄に外国から影響を及ぼそうとしていつもクレムリンをいらいらさせたりしている、特定の知名度の高い追放された企業リーダーに対して恨みを晴らすことに熱心である。これらの企業リーダーたちは、生活の糧のみならず生命について不安があるため、ロシアから逃げた。主要な標的の中には、ユコス者の元従業員（ロシア人と米国人の両方）とユコス社の株主がある。

彼らの記録は、ロシアの検事がもはや、こうした事柄で信頼されるに値しないことを示している。ロシアの検事と協力することは、ロシアに独立の、適切に機能する検察システムがあるとしたら、十分に根拠があろう。ロシアの検察システムからの要請に応じるには、それが最低レベルの現代性、正当性、法的厳密性を満たしていなければならない。すべてが痛ましいほどに不足している。

ホドルコフスキー訴訟は、国内の政治的反対勢力と経済的競合相手を犯罪者扱いすることをめぐる事柄である。この物語の次章は、資金洗浄に設定されているように思われる。クレムリンは、ホドルコフスキー氏をロシア社会の外に留めておくための手段として資金洗浄を決定したように思われる。そうするための理由は完全な嘘であるという事実にもかかわらず。しかし、起こりそうなことは、クレムリンが再び大きな網を投げ、誰でも望みの人物をその中に入れることであり、問題となる資金取引にその人物が実際関係しているかどうかは問わない。ホドルコフスキー氏は、このプロセスで当局の力の範囲内にあること、誰を投獄しどの財産を没収するかを即決で決めることができるのだということの生きた象徴および恐ろしい前例として不気味にそびえ立つ。

ロシアの指導部に対する世界の評判は、これまでになく低い。今日のクレムリンは、国際的な政治・ビジネス関係の基本原理を悪用することに躊躇しなかった。クレムリンは、その正当性を取り戻し、ロシアにおいて本当の法の支配と国際的義務に対する尊重を促進するという重い課題を負っている。それができなければ、ロシアの指導者たちは無政府状態への転落に対し責任を取らされるであろう。

ホドルコフスキー氏は2006年末、新たな起訴について捜査する当局への声明の中で、次のように述べた：「逮捕された最初の数日間、私は、このロシアで明確に正義を貫きたいと言った。そういう時期が来ること、そして私に対する告発が、古いものも新しいものも、すべて支持不可能であると立証されることを疑わない。残念ながら、これは私が望むほど早くは実現しない。」

� ミハイル・ホドルコフスキー国際弁護団のサンフォード・サウンダース、ジョン・パッパラード、マリア・ローガンは、本稿のために貴重な貢献を提供してくれた。執筆者達は、ここに感謝の意を表する。


� 経済紙ベドモスチと通信社プライム・タスの2007年1月の報道によると、ロシア企業ロセコ社が率いる査定コンソーシアムがこの評価を行い、破産管財人であるエドゥアルト・レブガンに提出した。レブガン氏は、自分がロシアの保安当局幹部や主要国有エネルギー企業の指導者達と緊密な関係にあることを認めている。


� これらの数字はベドモスチとプライム・タスが2007年1月に報道したもので、そこではレブガン氏の広報担当主任の発言が引用されている。これらの報道では、資産が330億ドルで売却される可能性は低く、5～30%割り引かれるだろうということも伝えられた。


� かつてユコス社の副社長をしていたアレクサンダー・テメルコによると、「ユコス社は1,000億ドルを超える価値があっただろうが、彼らはそれを我々から250億ドルほどで手に入れたいのだ。～ホドルコフスキーは新たな起訴を受ける」キャサリン・ベルトン（2007年2月5日フィナンシャル・タイムズ）


� 裁判所がクレムリンの意向に完全に服従していることを示す材料は、至る所にある。2006年6月、モスクワのある裁判所は、ロシアの税務官から提出された127,000ページの情報をわずか15分で検討した後、ユコス社の債権者リストに追徴課税請求として130億ドルを追加することを決定した。


� ユコス社の連結財務報告方法はプライスウォーターハウスクーパース（PwC）と相談して定められたものであり、連結財務諸表はその審査を受けている。予期される起訴について当然考えられる弁護の1つに対する先制攻撃と思われることとして、検事総長は、ユコス社への業務提供についてPwCを刑事起訴すると発表した。PwCは、起訴の有効性を否定し、ユコス社に提供した助言は、ロシアGDPの約半分を構成するガスプロムその他の企業に対してと同様であり、これらの企業はいずれも、類似の告訴を受けていないと指摘した。


� 「グジンスキー対ロシア」欧州人権裁判所、2004年5月19日（申請番号70276/01）。


� ロシア刑事訴訟法第152条


� モスクワからチタへは直行フライトが1つだけあり、これは6時間かかる。他のフライトはすべて途中で着陸し、約9時間かかる。鉄道では4日間かかる。


� ロシア刑事訴訟法第198条は、法廷での専門的検査の間、被告にかなりの権利を与えている。ヨーロッパ人権条約第6条第3項(a)は、刑事犯罪を犯したとして告発された人間は誰でも、その告発の性質と原因について即時かつ詳細に知らされなければならないと定めている。


� 1990年8月27日～9月7日、キューバのハバナで開催された第8回国連犯罪防止・犯罪者処遇会議で採択された「検察官の役割に関するガイドライン」。


� 欧州評議会議員総会・法務人権委員会の報告者、「ユコス社の中心的幹部の逮捕と迫害を取り巻く環境」、欧州評議会法務人権委員会、2004年11月29日（文書番号10368）、59ページ。


� 税法第100条、およびロシア連邦国税庁の2000年4月10日付け規則第60号（実地税務検査報告書の発行規則および税法違反の事例で従うべき手順）。


� ロシア連邦刑事訴訟法第161条


� サンフォード・M・サウンダースJr、A・ジョン・パッパラード、マリア・P・ローガン「ミハイル・B・ホドルコフスキーおよびプラトン・レベデフの刑事起訴と裁判の分析」2005年5月29日、14ページ。


� ロシア連邦検事総長ウラジミール・ウスチノフからプーチン大統領宛の2003年4月付けメモ、ならびにロシア連邦検事総長代理兼法令順守・法的行為合法性監督部部長代理であるV.S. フォミチェフの関連報告書；ロシア連邦内務省からロシア連邦財産基金への2003年4月14日付けメモ；ロシア連邦政府首相ミハイル・カジアノフからプーチン大統領への2003年4月29日付けメモ；ロシア連邦政府内務省経済犯罪部副部長の質問に対するモスクワ市経済犯罪部副部長からの2003年4月14日付け書簡；ロシア連邦検事総長からロシア連邦独占禁止機関への2002年10月9日付け提出書類；ロシア連邦独占禁止機関による2002年11月10日の声明。


� ユコス社に必要なものは、いくつかの追加的要件を満たし、2002年に法制化された米国のサーベンス・オクスリー法の要件を順守することだけであった。ミサモア氏によると、2001年に最高財務責任者としての職に就いたとき、財務管理面の全側面、とくに会計、財務、投資家向け広報活動、企業統治について同社が国際的「最優良慣行」を満たすようにせよとの指示を、取締役会とCEOから受けたとのことである。ミサモア氏は、ロシア法の下で義務づけられた基準をさえ上回るほどの厳しい社内指針を導入した。クレムリンがユコス社への攻撃を開始したとき、同社は、財務報告、企業統治、投資家向け広報においてロシア国内でも模範になっていた。


� 「ユコス社：大ばくち」ペトロリウム・エコノミスト、2004年2月16日、3ページ。


� 欧州評議会議員総会、決議1418号（2004年）。


� 「ロシア連邦経済調査」経済協力開発機構、2004年7月。


� ロシア連邦刑事訴訟法第108条


� アキリナ対マルタ、欧州人権裁判所、1999年4月29日。


� カラシニコフ対ロシア、欧州人権裁判所、2002年7月15日。I.A.対フランス、欧州人権裁判所、1998年9月23日も参照のこと。


� 第14条(3)(b)項。


� S対スイス、欧州人権裁判所、1991年11月28日。


� 第217条(3)項。


� ロシア刑事刑務所法第73条を参照。


� ウラジミール・グラディシェフ「檻に入れられた正義」1ページ。


� ウラジミール・グラディシェフ「檻に入れられた正義」、2～3ページ。


� ウラジミール・グラディシェフ「檻に入れられた正義」、5ページ。


� ウラジミール・グラディシェフ「檻に入れられた正義」、5～6ページ。


� 2003年5月27日の布告No.9-P。


� ウラジミール・グラディシェフ「檻に入れられた正義」、8ページ。


� P・ベイカー、S. グラッサー「クレムリン・ライジング」ニューヨーク：Scribner（2005年）、344ページ。


� ウラジミール・グラディシェフ「檻に入れられた正義」、17～18ページ。


� サンフォード・M・サウンダースJr、A・ジョン・パッパラード、マリア・P・ローガン「ミハイル・B・ホドルコフスキーおよびプラトン・レベデフの刑事起訴と裁判の分析」（2005年5月29日）も参照されたい。


� グジンスキー対ロシア、欧州人権裁判所、2004年5月19日（申請番号70276/01）。


� 2000年の「7月合意」には、刑事起訴の停止を求める規定が含まれていた。この規定は次のとおりである：「契約を完全に実施することができるのは、個人と法人が、特定の行動を他者から強制されることなく、自由意志で、また自己の利益のために市民権を獲得し行使する場合のみである、ということを当事者は理解している。現在の状況で、これは相互に関連した特定の条件が満たされなければならないことを意味している。それは次のとおりである：�- 2000年6月13日にウラジミル・アレクサンドロビッチ・グジンスキー氏に対して開始された刑事訴訟に関連する同氏に対する刑事起訴の停止、同訴訟における彼の証人としての再区分、同氏が［国を］離れることを禁止する予防策の停止。この条件が満たされない場合、当事者は本契約の義務の履行を免除される：�- ウラジミル・アレクサンドロビッチ・グジンスキー氏および［メディア・モストの子会社］の他の株主と幹部に、彼らのセキュリティーおよび彼らの権利と自由の保護についての保証を提供すること。この権利には、自由に旅行する権利、滞在と居住の場所を選択する権利、自由にロシア連邦を離れる権利、妨害を受けずにロシア連邦に戻る権利が含まれる。


- 憲法体制の基盤を損ない、ロシア連邦の完全性を侵害し、国家の安全保障を弱体化させ、社会、人種、国民、宗教の不和を扇動し、ロシア連邦の国家機関の信用低下につながる行動の自制。これには、組織、その株主、幹部による公式声明や情報の流布が含まれる。」�グジンスキー対ロシア、欧州人権裁判所、2004年5月19日（申請番号70276/01）。


� グジンスキー対ロシア、欧州人権裁判所、2004年5月19日（申請番号70276/01）。


� これは「ホドルコフスキー氏には刑務所規則を所持する権利が実際あったのであるから、彼を独房に移すことは違法であった」と裁定した地区の上訴裁判所によって確認された。


� 2007年1月、地区のロシア裁判所は、レモンを申告しなかったためにホドルコフスキー氏を独房に監禁したことには法的根拠がないと裁定した。ホドルコフスキー氏の刑務所懲戒が取り消されたのは、これで2回目である。


� コンプロマットのこの号には、広告がほとんどなく、これは富裕な外部後援者から支払いを受けていることを示唆している。雑誌が発行されてから、ホドルコフスキー氏が問い合わせたところ、国有の大手石油企業、ロスネフチが発行資金を提供したとのことであった。


� 国家戦略評議会は2002年に設立された独立の機関であり、ロシアの指導的な政治学者から構成されている。この報告書は、わずか2名のメンバーによって執筆され、機関全体の名前で発行された。発行に先立って評議会メンバー全員の検討を受けたわけではなく、全員に提供されたわけでもない。何人かの評議会メンバーは、発行後、報告書に不満であると公言した。一人の著名な評議会メンバーは、報告書執筆者を評議会から除名することを要求した。


� S・グラッサー、P・ベイカー「ロシアにはビジョンが2つ、意思の戦いが1つある」に引用された、ワシントン・ポスト2003年11月5日の記事。プーチン大統領の発言は国家戦略評議会の報告書についての質問への回答であり、強制追放されたウラジミル・グジンスキーとボリス・ベレゾフスキーに触れたものであった。


� 国有エネルギー企業と政府もしくは執行機関の両方で上級幹部の相互任命が広く行われており、これは明らかに国家政策に影響力を及ぼす。この影響力は「国有企業の企業統治についてのOECDガイドライン」に違反しており、同ガイドラインには「市場の歪みを回避するため、国有企業の法律と規制の枠組みは、国有企業と民間部門企業が競争する公平な場を市場内に確保すべきである。国の所有機能と、国有企業の状況に影響を及ぼす可能性のある国の他の機能（特に市場規制に関するもの）の間には、明確な区別を設けるべきである」と定められている。同ガイドラインはさらに、国有企業は「一般的な法律や規則の適用を免除されるべきでなく」、競合相手は「自らの権利が侵害されたと考えるときは、効果的な是正と公平な裁定へのアクセスを持つべきである」と定めている。その他、国有企業は、国有銀行、金融機関、他の国有企業との関係において、「純粋に商業的な立場に基づき」、「金融へのアクセスに関して競争的条件と向かい合うべきである」。ガイドラインは、国有企業の「日々の経営に政府は関与すべきでなく、取締役会の独立性を尊重すべきである」とも定めている。


� ロシア連邦履行措置法


� ある著名な西側の観察者がホドルコフスキー氏について述べた：「プーチンの主要動機は自分の政治的支配力を高めることであり…他方、彼の側近の何人かはユコス社の資産を押収したかったのである。」A.アスルンド「プーチンの堕落とアメリカの対応」ワシントン：カーネギー国際平和基金、政治報告41、2004年8月、2ページ。


� 「ユコス石油会社対ロシア連邦他について」訴訟番号04-47742-H3-11;ADV.No.04.3952（テキサス南部地区、2004年12月16日）。


� 「ユコス石油会社対ロシア連邦他について」訴訟番号04-47742-H3-11;ADV.No.04.3952（テキサス南部地区、2004年12月16日）。


� ユコス石油会社について、04 Civ. 5243 (WHP)（S.D.N.Y.、2006年10月25日）


� 新株発行は西側の金融機関にも利益をもたらしたのであり、例えば、ABN AMRO、ドレスナー・クラインオート、JPモルガン、モルガン・スタンレーなどがその主なところである。これらの機関は即座に、進んで、本質的に盗まれた資産であるものを取引し、財産の権利、憲法上の権利、人権に対する侵害について見て見ぬふりをすることを選んだのである。ロスネフチの市場への参入はロシア法に対する違反であっただけでなく、「国連グローバル・コンパクト」、「国連・責任ある投資のための原則」、「OECD多国籍企業ガイドライン」に定められた国際的な企業行動規範に対する違反でもあった。関与したこれらの機関の自主的な倫理行動規範も裏切られた。ロスネフチについて、その行動は「国有企業の企業統治についてのOECDガイドライン」に対する広範囲な違反であった。


� さらに、現在の破産手続きでの管財人の負債リストは、国税庁の請求に対する93億5千万ドルの入金を反映していない。


� イラリオーノフはユガンスクネフチェガスの競売の直後、2004年12月下旬に辞職した。彼は、国のユコス社に対する不公正な扱いを公に批判した後、その年の4月におけるロシアのG8調整役としての役割からすでに外されていた。


� フィナンシャルタイムズによると、「国有企業は標的に圧力を加えるために、司法と租税の政策を言いなりにして利用しようとすることができる」。「仕事に戻る－プーチンの支持者がどのようにしてロシアを法人型国家に転換しつつあるか」ニール・バックレー、アーカディー・オストロフスキー著、フィナンシャルタイムズ、2006年6月19日。


� 欧州評議会議員総会の決議1418号（2005年1月25日採択）、第1-14項。


� 欧州評議会議員総会の決議1418号（2005年1月25日採択）；法律問題・人権委員会のS.ロイトホイザーシュナレンベルガー夫人による欧州評議会議員総会への報告「ユコス社の中心的幹部の逮捕と起訴を取り巻く環境」2004年11月。


� 欧州評議会議員総会の決議1418号（2005年1月25日採択）、第2項。


� 欧州評議会議員総会の決議1418号（2005年1月25日採択）、第7項。


� 「スパイまたは国家機密漏えいに関する刑事訴訟における公正な裁判の問題」（Doc. 11031）1006年9月25日、法律問題・人権委員会、欧州評議会議員総会。


� アムネスティ・インターナショナル、公式声明、AIインデックス：EUR 46/012/2005 (Public)、ニュースサービスNo. 087、2005年4月11日。


� アムネスティ・インターナショナル、公式声明、AIインデックス：EUR 46/012/2005 (Public)、ニュースサービスNo. 087、2005年4月11日。


� アムネスティ・インターナショナル、公式声明、AIインデックス：EUR 46/012/2005 (Public)、ニュースサービスNo. 087、2005年4月11日。


� アムネスティ・インターナショナル、公式声明、AIインデックス：EUR 46/012/2005 (Public)、ニュースサービスNo. 087、2005年4月11日。


� H.バーンズ、J.オーウェン「スポットライトを浴びるロシア：G8得点表」2006年1月。


� H.バーンズ、J.オーウェン「スポットライトを浴びるロシア：G8得点表」2006年1月、25～27ページ。


� E.ハスキー編「行政権とソビエト政治：ソビエト国家の勃興と凋落（アーモンク、ニューヨーク：M.E. シャープ、1992年）、263ページ。この観察者はさらに、「このアジェンダのかなりの部分が達成されたら、我々は本当に奇跡に対して敬礼できるし、敬礼しなければならない」と言う。


� 同じような文脈で、第57条はさらに具体的に、法律が新しい税金を課したり納税者の立場に不利な影響を及ぼすなら、それに遡及的効力を与えてはならないと定めている。


� G. B. スミス「ロシア法制度の改革」（ケンブリッジ：ケンブリッジ大学印刷部、1996年）を参照。


� P. B. マッグス、A. N. ジルツォフ、訳「ロシア連邦の民法」（アーモンク、NY：M. E. シャープ、1997年）を参照。


� G. B. スミス「ロシア法制度の改革」（ケンブリッジ：ケンブリッジ大学印刷部、1996年、xiiページ。


� P.リュープレヒト「人権保護の欧州システムにおける革新：拡大は強化と両立するか」（1998年）8:2 超国家法と現代の問題、313～336ページ。


� R.サクワ「大統領の権力：覇権をめぐる争い」を参照。W.A.プライドモア編「ロシアを支配する：変化する社会の法律、犯罪、正義」（オックスフォード：Rowman & Littlefield Publishers、2005年）に所収。


� 前掲資料、27ページ。


� 前掲資料、19ページ。


� N.アシャーソン「法律対秩序」での引用、26：10 London Review of Books（2004年）


� R.サクワ「大統領の権力：覇権をめぐる争い」を参照。W.A.プライドモア編「ロシアを支配する：変化する社会の法律、犯罪、正義」（オックスフォード：Rowman & Littlefield Publishers、2005年）32ページに所収。


� 前掲資料


� O.シュワルツ「独立した司法の構築」を参照。W.A.プライドモア編「ロシアを支配する：変化する社会の法律、犯罪、正義」（オックスフォード：Rowman & Littlefield Publishers、2005年）に所収。


� 前掲資料、60ページ。


� 前掲資料、70ページ。


� 第7回裁判官会議での演説、2004年11月30日。


� ロシア連邦連邦議会での年次演説、2005年4月25日


� イーサンS.バーガー氏「ロシア仲裁裁判所制度の腐敗問題についての考え方」（2005年5月31日）に引用されたワレリー・ゾリキンの発言（21ページ）。


� ピーターH.ソロモンJr.「プーチンのロシアにおける反司法改革の脅威」2005年、18ページ（ウェブサイト：www.reec.uiuc.edu/events/Conference/ACConf/lawconf_paper/solomon.pdf）。


� FSBはKGBの主要な後継機関である。


� ピーターH.ソロモンJr.「プーチンのロシアにおける反司法改革の脅威」2005年、19～20ページ（ウェブサイト：www.reec.uiuc.edu/events/Conference/ACConf/lawconf_paper/solomon.pdf）。


� バスマニー裁判所の裁判官の一人は、弁護側が提起した重要な手続き上の議論に対する対応において、裁判所の書記の文書を検察側を支持するように訂正した。他方で、弁護側には、裁判所全体に対して行った申立てに対して反応がなかった。


� A. アスルンド「プーチンの堕落とアメリカの対応」ワシントン：カーネギー国際平和基金、政策概要41、2004年8月、6ページ。


� E.フレンケル、二重国家（ニューヨーク：オックスフォード大学印刷部、1941年）。


� 前掲資料、57ページ。


� 前掲資料、xviページ。


� 2006年11月のOECD報告書によると、ロシアで産業への広範囲な介入が増大していることは、「ロシアの成長見通しにとって悪い前兆となる」「不穏な」現象である。


� 「ロシアのエネルギーの謎」、エコノミスト、2004年10月6日。


� ダニエル・トワイニング「プーチンのパワー・ポリティックス」11:17 The Weekly Standard（2006年）を参照。


� Radio Free Europe/Radio Libertyで引用された。2005年の初め、イラリオーノフ氏は、ユコス社事件での国の行動に批判的な発言をした後、G8の大統領代表としてのポストから降格させられた。


� Kommersant-Dailyに記載され、Radio Free Europe/Radio Libertyで引用された。


� ダニエル・トワイニング「プーチンのパワー・ポリティックス」11:17 The Weekly Standard（2006年）。


� 「ゲルハルト・シュレーダーの裏切り」、ワシントン・ポスト、2005年12月13日を参照。


� 前掲資料。


� ウォールストリート・ジャーナルの社説は、フランスの石油会社、トタールに対するクレムリンの攻撃が差し迫っていることについて次のように記した：「ユコス社創設者、ミハイル・ホドルコフスキーのような新興財閥だけが財産を没収された時、ロシアの法の支配に潜む欠陥について外国の企業と投資家は比較的小さな関心しか示さなかったことを思い出そう。ロシアの外国投資家は、この国の粗野な東側経済から利益を引き出した様子を見ると、私有財産の保護や、その他の民主主義的で自由市場に基づく制度について理想的なロビイストではなかった。彼らは今や、ホドルコフスキーがどんな気持ちでいるかをもう少し理解した。」トタールがハリャガ油田で生態学的危害を加えたとする告発に関し、ウォールストリート・ジャーナルは次のように記している：「ロイヤル・ダッチ・シェルのサハリン-2の取引が駄目になった時と異なり、モスクワは、実際に環境当局とともに告発をするという面倒なことをしなかった。むしろ、連邦検査局長、セルゲイ・ステパシンが発した言葉は、次のとおりであった．．．ステパシンは、すぐさまトタールに対するクレムリンの本当の不満を明らかにした。：トタールが期日を守らず、生産不足のために『[政府の]収入が減った。』おまけに、ハリャガへの投資は、ロシア企業が支配していないロシア国内で残された希少なエネルギー・プロジェクトであり、トタールは明らかにカモにされたのである。」「トタールのごたごた」ウォールストリート・ジャーナル、2007年1月25日。


� バウ・ストリート下位裁判所、ロシア連邦政府対ドミトリ・マルエフおよびナタリヤ・チェルニシェバ、上級地区裁判官、ティモシー・ワークマン、2005年3月18日。バウ・ストリート下位裁判所、ロシア連邦対テメルコ、上級地区裁判官、ティモシー・ワークマン、2005年12月23日。


� バウ・ストリート下位裁判所、ロシア連邦対ドミトリ・マルエフおよびナタリヤ・チェルニシェバ、上級地区裁判官、ティモシー・ワークマン、2005年3月18日。


� バウ・ストリート下位裁判所、ロシア連邦対ドミトリ・マルエフおよびナタリヤ・チェルニシェバ、上級地区裁判官、ティモシー・ワークマン、2005年3月18日（報告なし、筆記の5ページ）、国際法曹学会「司法の独立性への努力：ロシアにおける司法の変更案に関する報告」2005年6月、37ページも参照。


� バウ・ストリート下位裁判所、ロシア連邦対テメルコ、上級地区裁判官、ティモシー・ワークマン、2005年12月23日。


� この報告書は、ロシアにおける科学者、ジャーナリスト、法律家に対する人目を引く一連のスパイ裁判のうち、厳しい懲役刑が下り、「これらの職業グループに対し萎縮効果」をもたらしたものを主に取り上げている。報告書は、当該裁判はロシアにおける市民社会の健全な発展にとって障害であると表明している。欧州評議会の結論は、ホドルコフスキー氏やユコス社に対するキャンペーンのような、経済分野における国家主導型のキャンペーンに等しく当てはまる。「スパイまたは国家機密漏洩に関する刑事裁判における公正な裁判の問題」（Doc. 11031）2006年9月25日、法務人権委員会、欧州評議会議員総会。
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